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［行政経営戦略プラン進捗状況記載シート（平成26年度）］
第4章定員管理に関する分野

１．第４章　定員管理に関する分野

表４－１　定年退職による職員減数シミュレーション（人）

H22

実績 計画 計画 計画 計画 計画 見込

一般職（一般事務） 410 386 373 361 347 323 294

上記うち年度末退職者数 24 13 17（4） 12 26 （14） 14 24 (12) 24 25 (10) 19 16

一般職（土木技術） 43 39 38 36 31 29 25

上記うち年度末退職者数 4 1 1（0） 2 3 （1） 5 5 (0) 2 5 (3) 4 3

一般職（建築技術） 14 14 14 14 14 14 13

上記うち年度末退職者数 0 0 0（0） 0 0 （0） 0 0 (0) 0 1 (1) 1 0

保育士 104 98 95 89 89 87 76

上記うち年度末退職者数 6 3 5（2） 6 10 （4） 0 3 (3) 2 4 (2) 0 0

保健師等 20 19 18 18 18 18 18

上記うち年度末退職者数 1 1 1（0） 0 0 （0） 0 0 (0) 0 0 (0) 0 0

栄養士 5 5 5 4 4 4 4

上記うち年度末退職者数 0 0 0（0） 1 1 （0） 0 0 (0) 0 0 (0) 0 0

社会福祉士等 10 10 10 10 10 10 10

上記うち年度末退職者数 0 0 0（0） 0 0 （0） 0 0 (0) 0 0 (0) 0 0

指導主事、学芸員、司書等 27 27 27 27 27 26 26

上記うち年度末退職者数 0 0 0（0） 0 0 （0） 0 0 (0) 1 1 (0) 0 0

技能労務職 71 67 67 65 63 62 59

上記うち年度末退職者数 4 0 1（1） 2 3 （1） 2 2 (1) 1 2 (1) 1 0

職員数計 704 665 647 624 603 573 525

退職者計 39 18 25（7） 23 43 （20） 21 34 (16) 30 38 (17) 25 19

※上段の職員数は、再任用職員、新規採用職員を含みません。
※下段の退職者数は、年度末に退職した人数です。なお、カッコ内は年度末退職者のうち勧奨等による退職者の人数です。

表４－２　再任用職員シミュレーション（人）

H22

実績 計画 計画 計画 計画 計画 見込

（H19退職者） 6

（H20退職者） 1 1

（H21退職者） 5 5 5 5

（H22退職者） 11 11 11 11 11 1

（H23退職者） 9 9 9 9 4

（H24退職者） 12 12 12 6

（H25退職者） 11 11 5

（H26退職者） 15 10

再任用計 14 23 26 37 48 58 26

※4月1日基準

23 26 20 24

9 7

7

11 7 2 2

14 8 7

1 1

5 4 1 1

6

H23 H24 H25 H26 H27

実績 実績 実績 実績

67 66 63 61

665 640 597 563

10 10 10 10

27 27 27 27

19 18 18 18

5 5 4 4

14 14 14 14

98 93 83 80

386 369 343 319

39 38 35 30

H23 H24 H25 H26 H27

実績 実績 実績 実績
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［行政経営戦略プラン進捗状況記載シート（平成26年度）］
第4章定員管理に関する分野

計画 実績 実績 実績 実績 見込

一般職（一般事務） 0 0 0 12 15 33

一般職（土木技術） 0 0 1 2 1 4

一般職（建築技術） 0 0 1 0 2 0

保育士 0 0 3 11 5 2

保健師等 0 0 1 1 0 4

栄養士 0 0 0 0 0 1

社会福祉士等 0 0 1 4 4 1

指導主事、学芸員、司書等 1 1 0 0 0 1

技能労務職 0 0 0 0 0 0

新規採用計 1 1 7 30 27 46

※4月1日基準
※H24新規採用者が年度途中に1名退職しているため、下記職員数シミュレーションでは、H25の実績数合計を1名減らして算出しています。
※H25新規採用者が年度途中に1名退職しているため、下記職員数シミュレーションでは、H26の実績数合計を1名減らして算出しています。
※H26新規採用者が年度途中に1名退職しているため、下記職員数シミュレーションでは、H27の見込数合計を1名減らして算出しています。
※H27新規採用者のうち「精神保健福祉士職」を「社会福祉士等」に算入しています。

H22

実績 計画 計画 計画 計画 計画 見込

正規職員 704 666 655 648 636 621 633

再任用職員（職員定数外） 14 23 26 37 48 58 26

合計 718 689 681 685 684 679 659

※4月1日基準

23 26 20 24

689 674 654 650

実績 実績 実績 実績

666 648 634 626

表４－５　職員数シミュレーション（人）

H23 H24 H25 H26 H27

0 0 0 0

7 16 9 15

0 0 0 0

0 0 0 0

1 0 0 0

0 1 0 0

1 1 0 0

3 6 0 2

0 6 7 12

2 2 2 1

計画 計画 計画 計画

表４－３　新規採用職員シミュレーション（人）

H23 H24 H25 H26 H27
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［行政経営戦略プラン進捗状況記載シート（平成26年度）］
第5章公共施設適正配置計画に関する分野

２．第５章　公共施設適正配置計画に関する分野

　※H26年度アクションプラン策定状況（1未着手 2調査・検討中 3策定中 4策定済み）

施設名 担当所属
策定
状況
(※)

平成26年度進捗状況
(「4.策定済み」の項目は、策定後の現状や成果等)

理由や課題等
(「4.策定済み」の項目は、必要に応じ記載)

今後の展開・スケジュール
(「4.策定済み」の項目は、必要に応じ記載)

保育所 子育て支援課

2
調
査
・
検
討
中

耐震診断の結果が出され、喫緊の課題であ
る待機児童対策を進めながら、保育所の適
正配置について検討を進めたが、アクショ
ンプランについて、方針決定には至らな
かった。

安全・安心な保育環境の提供を最優先し、
耐震性が不足する保育所についての取扱方
針を検討してきていたため、アクションプ
ランの策定には至らなかった。

耐震診断結果に基づき、耐震性が大幅に不
足する西保育所及び亀居保育所については
平成27年4月に開園する民間保育所を代替
園として、早期の児童の安全確保に努め
た。又、同じく耐震性が不足し、建築後40
年以上経過しており耐震補強工事が困難な
鶴ヶ岡保育所及び亀久保保育所について
も、近隣に認可保育所の誘致を進め、早期
の児童の安全を確保する。なお、新田及び
大井保育所については、平成27年度に耐震
補強工事を実施する。保育所の入所を希望
する児童の数は今後も増加すると見込んで
おり、保育需要を見極めながら、保育所の
適正配置を進める。

学童保育室（放課
後児童クラブ）

子育て支援課

3
策
定
中

学校敷地外にある上野台放課後児童クラブ
を上野台小学校敷地内に移設を完了し、児
童の安全面等の整備を図ることができた。
また、東原放課後児童クラブの設計業務を
完了し、平成27年度予算に建替え工事費を
計上した。平成28年度に福岡小学校敷地内
に移設を予定している福岡・第2福岡放課
後児童クラブ及び利用児童数が増加してい
る駒西放課後児童クラブに第2駒西放課後
児童クラブを増設工事に向け、平成27年度
予算に設計委託料をそれぞれ計上した。

放課後児童クラブ利用児童の増加により定
数を超えるクラブが発生しており、特に平
成27年度においては、東原、駒西、三角、
亀久保放課後児童クラブの利用児童数が増
加してる。原因としては、ふじみ野駅に急
行が停まる、開発地域にあるなど人口が増
加する見込みが大きい地域であり、今後、
早急な対策を講じることが必要となってい
る。

東原放課後児童クラブの建替え、福岡・第
2福岡放課後児童クラブを福岡小学校敷地
内へ移設、第2駒西放課後児童クラブの増
設、三角放課後児童クラブ及び亀久保放課
後児童クラブの建替えを優先に、老朽化し
た施設の整備を実施していきながら、アク
ションプランの策定を進めたい。

児童センター 子育て支援課

4
策
定
済
み

西児童センターにおいては、開設して1年
8ヶ月ほど経ち、指定管理者による様々な
事業が行われている。
平成26年4月から2月末までの両センターの
利用者数は、
東児童センター　延べ49,884人、
一日平均157人
西児童センター　延べ71,185人、
一日平均225人

－ －

2
　
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
の
策
定
が
必
要
な
公
共
施
設
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［行政経営戦略プラン進捗状況記載シート（平成26年度）］
第5章公共施設適正配置計画に関する分野

　※H26年度アクションプラン策定状況（1未着手 2調査・検討中 3策定中 4策定済み）

施設名 担当所属
策定
状況
(※)

平成26年度進捗状況
(「4.策定済み」の項目は、策定後の現状や成果等)

理由や課題等
(「4.策定済み」の項目は、必要に応じ記載)

今後の展開・スケジュール
(「4.策定済み」の項目は、必要に応じ記載)

保健センター

4
策
定
済
み

◆保健センター
平成26年4月の組織改正等に伴い、健康保
険課特定健康診査・指導係が保健センター
に移動したことで、職員数が増加し、事務
室が狭隘となっため、保健センター内の保
健相談室等を改修し、事務室の増設と特定
保健指導を実施する相談ブースの設置を
行った。
また、乳幼児健診等の受付業務を行う際、
照明の明るさが不足している箇所に蛍光灯
を増設することで適切な業務環境の改善を
図った。
◆保健センター分室
大井保健センターを廃止し、平成25年8月5
日大井総合支所2階に保健センター分室を
設置して保健センター条例で位置付けた。
保健センター分室ができたことで、会場別
の各種健(検)診者の人数を均等にして実施
することができた。
◆運動指導室
健康増進から体力の維持増進を図ることに
位置づけた運動指導事業は、平成28年度か
ら運動施設としての位置づけができるか検
討を行った。

◆保健センター
組織改正に伴い、職員数が増加することに
より事務室及び窓口が狭隘となるため、有
効的な事務スペースの利用が必要となる。
◆保健センター分室
大井保健センターでは健診スペースが狭
く、各種健(検)診者の人数の割合は、6対4
で上福岡保健センターが多かったが、保健
センター分室ができたことで、会場別の各
種健(検)診者の人数を対等にして実施する
ことができた。
◆運動指導室
運動指導事業を健康増進から体力の維持増
進を図る事業に位置づけ、運動施設での実
施ができるかの検討が必要となる。

◆保健センター
組織改正により、職員数が増加したことで
事務室のスペース及び窓口が狭隘となった
ため、新たな事務室を設けることで問題の
解消を図ったが、今後は限られた事務ス
ペースの中で、より有効的な利用に努め
る。
◆保健センター分室
保健センター分室では、引き続き西側地区
における市民の健康維持及び増進を推進す
る拠点施設として、乳幼児健診や各種検診
等の保健事業を実施していく。
◆運動指導室
平成28年度から運動施設としての位置づけ
ができるよう準備を進める。
　

資産管理課

4
策
定
済
み

平成26年11月1日より旧大井保健センター
の一部分を、特定非営利活動法人に貸付
け、精神障がい者通所施設として活用して
いる。

－ －

公民館分館 大井中央公民館

2
調
査
・
検
討
中

公共施設適正配置計画アクションプランの
策定に向けた具体的な検討は行えていな
い。

市民の声を聞きながら関係団体への調整や
説明を行い、理解を求めていく必要があ
る。

教育委員会としてのアクションプランを策
定するため、社会教育課を中心に調整を図
りながら展開していく。

2
　
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
の
策
定
が
必
要
な
公
共
施
設

保健センター

4
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　※H26年度アクションプラン策定状況（1未着手 2調査・検討中 3策定中 4策定済み）

施設名 担当所属
策定
状況
(※)

平成26年度進捗状況
(「4.策定済み」の項目は、策定後の現状や成果等)

理由や課題等
(「4.策定済み」の項目は、必要に応じ記載)

今後の展開・スケジュール
(「4.策定済み」の項目は、必要に応じ記載)

高齢福祉課
（太陽の家）

4
策
定
済
み

当該施設は平成26年2月28日をもって廃止
した。なお、代替として老人福祉センター
機能を持たせた新たな地域コミュニティ施
設「エコパ」が平成26年6月より供用開始
されている。

－ －

高齢福祉課
（大井総合福祉セ
ンター）

4
策
定
済
み

平成24年4月より指定管理者制度に移行し
たこと、及び平成26年2月28日をもって太
陽の家を廃止したことから、これら影響を
ふまえ、当面は現行体制で運営していく。

当該施設は平成24年4月より指定管理者制
度に移行し、自主事業などの点も充実して
きている。しかし、太陽の家廃止に伴い
「エコパ」が開設されたが、そこで実施さ
れている事業は老人福祉の観点から行われ
ているものではないので、地域差などの影
響を注視していく必要がある。

「エコパ」及び老人福祉センターの利用状
況や事業内容を確認しながら、方向性につ
いてを検討していく。

大井中央公民館

2
調
査
・
検
討
中

3公民館の管理運営について、館長会議等
を開催し、施設を効率的かつ適正に維持管
理するため施設管理業務委託方法の見直し
を検討した。

各公民館では社会教育法に基づき、市民
ニーズに対応した各種事業を実施してお
り、利用者の理解を得ながら慎重に検討す
る必要がある。また、施設の老朽化が進み
計画的な大規模改修等の必要がある。

3公民館の在り方について、社会教育課を
中心に社会教育法の理念を尊重しながら調
査・検討を進める。

上福岡公民館

2
調
査
・
検
討
中

〃 〃 〃

上福岡西公民館

2
調
査
・
検
討
中

〃 〃 〃

老人福祉センター
(太陽の家・大井総
合福祉センター内)

大井中央公民館
上福岡公民館
上福岡西公民館

3
　
上
記
2
以
外
の
公
共
施
設
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　※H26年度アクションプラン策定状況（1未着手 2調査・検討中 3策定中 4策定済み）

施設名 担当所属
策定
状況
(※)

平成26年度進捗状況
(「4.策定済み」の項目は、策定後の現状や成果等)

理由や課題等
(「4.策定済み」の項目は、必要に応じ記載)

今後の展開・スケジュール
(「4.策定済み」の項目は、必要に応じ記載)

上福岡図書館

4
策
定
済
み

「ふじみ野市立図書館公共施設適正配置計
画アクションプラン」を平成26年5月に作
成した。

公共施設適正配置計画の図書館の事項につ
いては、今年度「図書館サービス計画」策
定のため市民アンケートを実施しその結果
を利用しながら、利用者ニーズ等を年齢
別、地域別に把握するなどの調査検討を
行った。

今後も引き続き調査検討を進めていく。

大井図書館

4
策
定
済
み

〃 〃 〃

上福岡歴史民俗資
料館

2
調
査
・
検
討
中

「地域資料館として根付いている2館体制
を当面存続」という24年度の資料館運営協
議会での議論の結果を踏まえ、相互の緊密
化をさらに図り、またこれまでも進めてき
ている学校教育との連携もさらに強化する
ことを平成26年度の資料館運営協議会にお
いても再度確認した。

２館を１館に統合した場合の展示スペース
及び資料保存スペースに更なる不足が生じ
る。現在、上福岡及び大井地区の歴史・文
化は各館の常設展示で紹介しており、ふじ
み野市全域の歴史や文化に係わる事や各館
の常設展示を補完する事象の紹介は特別展
や企画展で対応している。この特別展等も
スペース上の課題もかかえ、更に展示内容
に市民のニーズをいかに反映させていける
かが当面の課題となっている。

それぞれの地域資料館としての役割を果た
していくためには、わかりやすい展示解説
に努め、体験機会（体験学習や講座など）
を増やし、特色ある事業展開を図っていく
ことである。

大井郷土資料館

2
調
査
・
検
討
中

〃 〃 〃

大井総合体育館
上野台体育館
駒林体育館

文化・スポーツ振
興課

2
調
査
・
検
討
中

現在の施設を平成24年4月1日から指定管理
者制度を導入し、継続して使用している。

いずれの施設も壁の亀裂など老朽化が進ん
でいる。個々の修繕は行っているが、大規
模な改修を必要と考えている。（外壁、屋
根雨漏り等）

公共施設適正化計画では、1館体制を基本
とした新たな体育館施設整備の検討を行う
としているが、現在利用者が多く、特に上
野台体育館及び駒林体育館では100％に近
い利用率となっており、予約抽選において
もとれないとの相談を多く受けているた
め、新たな体育館を建設してもキャパシ
ティの点から既存の体育館の活用も視野に
入れる検討が必要となっている。

上福岡歴史民俗資
料館
大井郷土資料館

上福岡図書館
大井図書館

3
　
上
記
2
以
外
の
公
共
施
設
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［行政経営戦略プラン進捗状況記載シート(平成26年度)］
第6章民間活力の導入に関する分野

３．第６章　民間活力の導入に関する分野
　2　民間活力導入手法別事業及び施設

※1 H26年度アクションプラン策定状況（1未着手 2調査・検討中 3策定中 4策定済み）　※2 H26年度民間活力［民営化・外部委託・指定管理者制度］の導入状況（1未実施 2次年度から実施 3実施済み）

施設名 担当所属
策定
状況
(※1)

導入
状況
(※2)

平成26年度進捗状況
(導入状況が「3.実施済み」の項目は、導入後の現状や成果等)

理由や課題等
(導入状況が「3.実施済み」の項目は、必要に応じ記載)

今後の展開・スケジュール
(導入状況が「3.実施済み」の項目は、必要に応じ記載)

市立保育所（公設
民営化及び認可保
育所整備補助を含
み市立保育所のあ
り方を検討）

子育て支援
課

2
調
査
・
検
討
中

1
未
実
施

平成26年度においては、民間認可保育園建設補
助により3園の保育所建設を進めた。
又、平成28年度開設を目指し、4つの民間認可
保育所の誘致を進めた。
これにより、耐震性が不足する市立保育所の児
童に認可保育所へ移っていただき、安全な保育
環境の提供を進めてきた。

安全・安心な保育環境の提供を最優先
し、耐震性が不足する保育所についての
取扱方針を検討してきた。
その過程において、市立保育所の建て替
えや新設はせず、待機児童対策は、民間
の認可保育所誘致において進めることを
表明してきた。

待機児童対策を進めるために、民間の認
可保育所の誘致を進める。

中央デイサービス
センター

高齢福祉課

4
策
定
済
み

3
実
施
済
み

平成25年度末の指定管理者制度の期間満了を
もって廃止した。

― ―

西デイサービスセ
ンター

高齢福祉課

2
調
査
・
検
討
中

1
未
実
施

平成25年度末をもって、中央デイサービスセン
ターを廃止したことから、市内全体のデイサー
ビスセンターの供給量を勘案した結果、西デイ
サービスセンターについては平成26年度から指
定期間を4年間とする次期指定管理者を選定
し、決定した。

本施設は左記のとおり平成29年度末まで
指定管理者制度となることため、今後市
内全体の供給量・利用見込量を見据え検
討を行う。

平成26年度から市のデイサービスセン
ターは2施設体制で運営しているが、今後
の供給量・利用見込量を見据えながら、
継続的に調査検討を実施していく。

大井デイサービス
センター

高齢福祉課

2
調
査
・
検
討
中

1
未
実
施

本施設については、市内全体の供給量・利用見
込量の枠組みの中で検討を行っている。

本施設は平成24年度より指定管理者制度
に移行し、期間満了は平成27年度末と
なっていが、現在、大井デイサービスセ
ンターについては利用者が増えてきてい
る。また、市内西部地域にはデイサービ
スセンターが少ない状況である。これら
のことから、平成28年度以降も当分の間
は指定管理者制度を継続し本施設を存続
させる計画である。

平成26年度から市のデイサービスセン
ターは2施設体制で運営しているが、今後
の供給量・利用見込量を見据えながら、
継続的に調査検討を実施していく。

（
1
）
民
営
化
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［行政経営戦略プラン進捗状況記載シート(平成26年度)］
第6章民間活力の導入に関する分野

※1 H26年度アクションプラン策定状況（1未着手 2調査・検討中 3策定中 4策定済み）　※2 H26年度民間活力［民営化・外部委託・指定管理者制度］の導入状況（1未実施 2次年度から実施 3実施済み）

施設名 担当所属
策定
状況
(※1)

導入
状況
(※2)

平成26年度進捗状況
(導入状況が「3.実施済み」の項目は、導入後の現状や成果等)

理由や課題等
(導入状況が「3.実施済み」の項目は、必要に応じ記載)

今後の展開・スケジュール
(導入状況が「3.実施済み」の項目は、必要に応じ記載)

市民課

4
策
定
済
み

3
実
施
済
み

市民課及び出張所の窓口業務について、平成25
年4月から民間委託を導入し、2年が経過する。
導入当初は手続きに未経験の社員が多く、証明
交付や処理に時間を要したが、最近では的確に
対応できるようになり、市民窓口アンケートに
おいても好意的な意見が多く寄せられている。
年間窓口来庁者数　25年度43,623人　26年度
36,990人（2月末現在）
※本庁のみの数字。

窓口業務の処理に関し、請求や申出に対
する決定や審査は職員が行わなければな
らず、二重の手間となっている。

平成28年度当初予算編成までにはこれま
での2年間の実績を検証するとともに、課
題について検討し引き続き民間委託する
か、職員で対応するかの判断をする必要
がある。

収税課

2
調
査
・
検
討
中

1
未
実
施

右記の理由から導入についての検討は行ってい
ない。

証明書の申請件数や口座振替の受付は、
多い日でもそれぞれ10件程度であり、窓
口にかかる時間も短く外部委託するほど
の業務量ではない。また納税相談や納税
折衝の多くは滞納処分を前提としている
ため外部委託することはできない。

現行の職員による窓口サービス業務を継
続する。

高齢福祉課
【介護保険
関係】

4
策
定
済
み

3
実
施
済
み

プロポーザル方式による業者選定を行い、平成
25年10月1日から介護保険窓口等業務を民間事
業者に委託している。
窓口における待ち時間の短縮や職員が自己の職
務に集中できる体制が整備され、市民サービス
の向上に繋がっている。

窓口業務を委託することにより、当該業
務に関して客観的に見ることができ、対
応方法や事務処理について改めて改善点
が見えてきた。また、委託先から職員に
対する質問や確認により、職員のスキル
向上にもつながっている。

平成27年度以降も民間委託を予定してい
る。

障がい福祉
課

2
調
査
・
検
討
中

1
未
実
施

障がい福祉係の業務について外部委託が可能で
あるか検討した。

ケースワークを必要としない定例の申請
書類の受付やサービスの情報提供は委託
でも可能だが、来庁者は相談を伴う場合
が多く、個々に応じた接客ができる職員
が対応することで信頼関係が生まれ、安
心して手続きが進められることでより良
い支援につながる。委託の場合、頻繁に
職員の交代が発生するため望ましくな
い。

現行の職員による窓口サービス業務を継
続する。

窓口サービス業務

（
2
）
外
部
委
託
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［行政経営戦略プラン進捗状況記載シート(平成26年度)］
第6章民間活力の導入に関する分野

※1 H26年度アクションプラン策定状況（1未着手 2調査・検討中 3策定中 4策定済み）　※2 H26年度民間活力［民営化・外部委託・指定管理者制度］の導入状況（1未実施 2次年度から実施 3実施済み）

施設名 担当所属
策定
状況
(※1)

導入
状況
(※2)

平成26年度進捗状況
(導入状況が「3.実施済み」の項目は、導入後の現状や成果等)

理由や課題等
(導入状況が「3.実施済み」の項目は、必要に応じ記載)

今後の展開・スケジュール
(導入状況が「3.実施済み」の項目は、必要に応じ記載)

水道事業（包括業
務委託の内容の精
査）

上下水道課

4
策
定
済
み

3
実
施
済
み

平成24年4月から5年契約で包括業務委託を実
施。現在まで特に大きなトラブルもなく業務が
行われている。成果としては、不納欠損額が平
成23年度決算額で3,462千円、平成24年度決算
額で2,646千円、平成25年度決算額で2,385千円
と着実に減額している。市民に対する電話や窓
口対応等も丁寧である。

漏水や苦情等、水道サービスセンターだ
けでは判断できないものがある為、各係
との連携が必要となる。様々なケースが
ある為、引き続き知識と経験を積むこと
が大切である。

－

上福岡歴史
民俗資料館

2
調
査
・
検
討
中

1
未
実
施

土日祝日の勤務体制補完のためシルバー人材セ
ンターへの館内案内業務の委託を行っている。
また、事業関係については、「資料館友の会」
による協力・支援をお願いしているが、いわゆ
る民間活力の導入はなされていない。

展示や各種講座により、地域の歴史を市
民に発信していく社会教育施設としての
役割だけでなく、地域資料の収集、保
存・管理及びそれら資料に対する調査研
究を行う機関でもある資料館には、それ
らを担当する専門職員による長期の継続
的な関与が必要不可欠である。現在「資
料館友の会」による館への事業への単発
的な協力を進めてはいるが、全面的な民
間活力の導入は資料館の機能及び目的の
達成になじまないと考えられる。

文化財の収集、専門的・技術的な調査、
それらの成果を踏まえた上での展示や各
種事業を展開している資料館として、こ
れらの機能を念頭に置きつつ民間活力導
入の可能性について引き続き検討を行
う。

大井郷土資
料館

2
調
査
・
検
討
中

1
未
実
施

〃

展示や各種講座により、地域の歴史を市
民に発信していく社会教育施設としての
役割だけでなく、地域資料の収集、保
存・管理及びそれら資料に対する調査研
究を行う機関でもある資料館には、それ
らを担当する専門職員による長期にわた
る継続的な関与が必要不可欠である。現
在、資料館利用団体による館事業への単
発的な協力を進めてはいるが、全面的な
民間活力の導入は資料館の機能及び目的
の達成になじまないと考えられる。

〃

上福岡歴史民俗資
料館・大井郷土資
料館管理運営事業
（市民団体及び
NPOとの連携）

（
2
）
外
部
委
託
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［行政経営戦略プラン進捗状況記載シート(平成26年度)］
第6章民間活力の導入に関する分野

※1 H26年度アクションプラン策定状況（1未着手 2調査・検討中 3策定中 4策定済み）　※2 H26年度民間活力［民営化・外部委託・指定管理者制度］の導入状況（1未実施 2次年度から実施 3実施済み）

施設名 担当所属
策定
状況
(※1)

導入
状況
(※2)

平成26年度進捗状況
(導入状況が「3.実施済み」の項目は、導入後の現状や成果等)

理由や課題等
(導入状況が「3.実施済み」の項目は、必要に応じ記載)

今後の展開・スケジュール
(導入状況が「3.実施済み」の項目は、必要に応じ記載)

大井中央公
民館

2
調
査
・
検
討
中

1
未
実
施

平成25年度に調査した入間管内の公民館の設置
状況について、館長会議で再確認するにとど
まった。

他市町の施設の状況について調査・検討
しているが、公民館として社会教育法に
基づく各種事業を実施していることか
ら、外部委託については慎重に検討する
必要がある。また、現状の施設では老朽
化が進み大規模改修や建て替え等課題や
問題点が多く方向性が見いだせない。

3公民館の在り方について、社会教育課を
中心に社会教育法の理念を尊重しながら
調査・検討を進める。

上福岡公民
館

2
調
査
・
検
討
中

1
未
実
施

〃 〃 〃

上福岡西公
民館

2
調
査
・
検
討
中

1
未
実
施

〃 〃 〃

上福岡図書
館

1
未
着
手

1
未
実
施

窓口等の一部委託ではなく指定管理者制度の導
入について、選定委員会において候補者を選定
し3月議会に議案を上程した。

―
平成27年10月1日から指定管理者制度に移
行する。

大井図書館

1
未
着
手

1
未
実
施

〃 ― 指定管理者制度の導入後の検証による。

上福岡図書館・大
井図書館管理運営
事業（窓口等一部
民間委託の方向性
について）

大井中央公民館・
上福岡公民館・上
福岡西公民館管理
運営事業（市民団
体及びNPOとの連
携）

（
2
）
外
部
委
託

1
0



［行政経営戦略プラン進捗状況記載シート(平成26年度)］
第6章民間活力の導入に関する分野

※1 H26年度アクションプラン策定状況（1未着手 2調査・検討中 3策定中 4策定済み）　※2 H26年度民間活力［民営化・外部委託・指定管理者制度］の導入状況（1未実施 2次年度から実施 3実施済み）

施設名 担当所属
策定
状況
(※1)

導入
状況
(※2)

平成26年度進捗状況
(導入状況が「3.実施済み」の項目は、導入後の現状や成果等)

理由や課題等
(導入状況が「3.実施済み」の項目は、必要に応じ記載)

今後の展開・スケジュール
(導入状況が「3.実施済み」の項目は、必要に応じ記載)

大井総合福祉セン
ター

高齢福祉課
（大井総合
福祉セン
ター）

4
策
定
済
み

3
実
施
済
み

当該施設は平成24年度より指定管理者制度に移
行した。導入による財政的効果としては、当初
予算ベースで約900万円減(職員人件費勘案済の
数値)と算出している。また、開館日の変更(木
曜休み→日曜休み)や受付方法変更(カード式)
などと相まって、アンケート調査によると利用
者から好評を得ている。
◆接遇満足度　H24：81％　H25：82％（※｢と
ても良い｣、｢良い｣の合計）

－ －

市民活動支援セン
ター

協働推進課

2
調
査
・
検
討
中

1
未
実
施

・当該施設における指定管理者制度の導入の可
能性について、課内において調査・検討を加え
た。
・設置条例の一部改正を行った年次において同
時に指定管理者の募集を行ったが、応募者がな
かったことを踏まえ、その方策の適合性の適否
の検討が必要であるとの結論を得る。
・当該施設は、設置条例を持つ公の施設である
が施設の管理業務を持たない特異な施設であ
り、指定管理者制度を導入した場合、センター
内における相談者に対するコンサルタント、ア
ドバイス業務が主となり、委託業務と指定管理
者の指定業務との相違点の明確な対峙ができな
い状況となっている。
・このようなことから、平成26年度において
は、平成27年度以降における管理体制の見直し
を行った。
・見直しの結果、コディネーターの2人体制、
所管業務の一部民間委託化などでセンターの充
実強化を図ることとした。

・当施設は、公の施設でありながら、施
設の管理業務を持たない特異な施設と
なっている。
・当施設は、指定管理者が独自事業を行
うには、狭小なスペースであり、かつ、
事務所スペースと事業スペースの明確な
区分がなくあくまで、スペースの提供に
とどまっている。
・所管業務が市民活動に対する支援とい
うことであり、有料事業化になじまない
性質なものとなっている。
・市内に施設を担うNPOなどの団体が存在
しない。
・利用者の利便性施設である駐車場及び
駐輪場が未設置である。（別途有料施設
があるが利用率は低い。）

・市内のNPO団体の支援育成を推進し、施
設を担うことのできる団体（指定管理者
としての団体）の早期設立を促す。
・指定管理者の指定までの当分の間、市
の直営にて施設運営を行うこととする。

上福岡図書
館

4
策
定
済
み

2
次
年
度
か
ら
実
施

上福岡図書館の指定管理者制度の導入につい
て、選定委員会において候補者を選定し、3月
市議会に議案を上程した。

平成27年10月1日から指定管理者制度の移
行に向け、基本協定の締結及び年度協定
を締結する。

平成27年10月1日から指定管理者制度に移
行する。

大井図書館

2
調
査
・
検
討
中

1
未
実
施

指定管理者制度導入の検討のなかで大井図書館
を本館とし引き続き市が管理運営を行うことと
した。

司書の技術の継続性確保及び指定管理者
の管理監督業務を行うため。

上福岡図書館の指定管理者制度導入後の
効果を検証していく。

上福岡図書館
大井図書館

（
3
）
指
定
管
理
者
制
度

1
1



［行政経営戦略プラン進捗状況記載シート(平成26年度)］
第6章民間活力の導入に関する分野

※1 H26年度アクションプラン策定状況（1未着手 2調査・検討中 3策定中 4策定済み）　※2 H26年度民間活力［民営化・外部委託・指定管理者制度］の導入状況（1未実施 2次年度から実施 3実施済み）

施設名 担当所属
策定
状況
(※1)

導入
状況
(※2)

平成26年度進捗状況
(導入状況が「3.実施済み」の項目は、導入後の現状や成果等)

理由や課題等
(導入状況が「3.実施済み」の項目は、必要に応じ記載)

今後の展開・スケジュール
(導入状況が「3.実施済み」の項目は、必要に応じ記載)

運動公園
荒川運動公園
荒川第２運動公園

都市計画課

4
策
定
済
み

3
実
施
済
み

・平成24年4月1日から指定管理者制度による維
持管理・運営を開始。
・毎月1回定例報告会を実施。（文化スポーツ
振興課・都市計画課・指定管理者）
・指定管理者による自主事業（フットサル教
室・サッカー教室）の実施。

・利用率の向上を図る。
・施設の老朽化による計画的な補修。

・指定管理者による自主事業の継続実
施。
・平成27年度指定管理者の再選定。

びん沼サッカー場 都市計画課

4
策
定
済
み

3
実
施
済
み

・平成24年4月1日から指定管理者制度による維
持管理・運営を開始。
・毎月1回定例報告会を実施。（文化スポーツ
振興課・都市計画課・指定管理者）
・指定管理者による自主事業（フットサル教
室・サッカー教室）の実施。

・利用率の向上を図る。
・施設の老朽化による計画的な補修。

・指定管理者による自主事業の継続実
施。
・平成27年度指定管理者の再選定。

上野台体育館・駒林
体育館・大井総合体
育館（弓道場・武蔵
野テニスコート含
む）

文化・ス
ポーツ振興
課

4
策
定
済
み

3
実
施
済
み

・平成24年4月1日から指定管理者制度による維
持管理・運営を開始。
・毎月1回定例報告会実施（文化・スポーツ振
興課、都市計画課、指定管理者）。
・指定管理者による自主事業（すっきりスト
レッチ、入門ヨガなど）の実施。

利用率向上を図る。 指定管理者による自主事業の継続実施。

コミュニティセン
ター

上福岡公民
館

2
調
査
・
検
討
中

1
未
実
施

平成25年度に調査した入間管内の公民館の設置
状況について、館長会議で再確認するにとど
まった。

上福岡公民館と一体で考える必要があ
る。また、施設の老朽化が進み計画的な
大規模改修が必要となる。

関係課と調整を図りながら調査・検討を
進める。

（
3
）
指
定
管
理
者
制
度

1
2



１．評価結果【全目標数８９件】

件数 割合

5 30 33.7%

4 42 47.2%

3 17 19.1%

2 0 0.0%

1 0 0.0%

計 89 100.0%

２．組織別評価結果

1 2 3 4 5

総合政策部 4 5 1

総務部 2 5 4

市民生活部 4 3 4

環境経済部 5 4

環境経済部
（広域ごみ処理施設建設室）

4

福祉部 5 4

健康医療部 4 7

都市政策部 5 3 3

教育部 2 8 3

計 0 0 17 42 30

難易度にかかわらず、努力が不足してい
た

組織名

評価基準

総合自己評価

ふじみ野市行政経営戦略プラン「第7章 組織マニフェスト」

難易度は普通の業務だが成果は上がった

難易度が高い業務を実施し成果が上がっ
た

難易度が高い業務を実施し努力したが、
成果が上がらなかった

難易度が普通の業務を実施し努力した
が、成果が上がらなかった

平成２６年度 総合自己評価結果 (一覧)
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第７章　組織マニフェスト（総合政策部）

（１）総合政策部　の目標

（２） 経営資源

①　課・室

・

・

・

・

②　 職員数

（正規職員数）

・ 23 人　／ 626人　（ 3.7 ％)

（再任用職員数）

・ 0 人　／ 24人　 （ 0.0 ％)

③ 予算規模

・ 平成２６年度当初予算額 千円 (公債費及び職員人件費除く)

一般会計 千円

447,043

447,043

総合政策部

改革推進室

広報広聴課

○

○

○

○

○

○

旧埼玉県立福岡高校の施設は、ふじみ野市にとって大切な地
域資源であることから、地域活性化の拠点や市民サービス向
上、市民活動の場としての有効活用する方策及び事業手法を
策定します。

市民との協働のまちづくりを推進するためには、情報の共通
が必要であることから、広報・広聴活動の充実を図ります。
今年度はホームページのリニューアル、町会自治会を対象と
したタウンミーティングを実施します。また、行政と民間・
市民のパートナーシップの施策づくりの一つとして「未来政
策会議」を開催します。

ふじみ野市総合振興計画の後期基本計画の各施策の進捗管理
を行うとともに、行政経営戦略プランの実効性の確保を進め
ます。

継続可能な財政基盤の構築に向けて、受益者負担の適正化及
び財政運営の健全化に努めます。

ふじみ野市第２次情報化基本計画の進捗管理とともに、マイ
ナンバー制度導入の準備行為として住民情報系システムの改
修を進めます。

来年度、ふじみ野市１０周年を迎えるため、記念式典、記念
事業の検討、実施手法などを決定していきます。

情報統計課

財政課

総合政策部長 岡本 勝
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目 標 設 定 ： 平成26年 4月18日
中 間 評 価 ： 平成27年 2月10日
組 織 名 称 総合政策部

職 名 ・ 氏 名 部長・岡本　勝

公共
施設
適正
配置

民間
活力
の導
入

【最終評価】

【最終評価】

【最終評価】

平成２６年度
組織目標兼管理職個人目標管理シート

戦略プランの
位置付け

事業項目
（大目標）

　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　①取組内容
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　②数値目標
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　③期限

難易度 成果及び今後の取組予定（評定時に記入） 達成度
総合
自己
評価

目
標
1

旧福岡高校跡地活用の検討

①取組内容
　昨年度「オールふじみ野未来政策会議」検討結果及び提案を
踏まえ、実現手法の検討とその実現性を公民連携のもとに民間
活力の導入可能性を含め検証します。
②数値目標
　検証結果を踏まえ事業計画を策定します。
③期限
　平成27年3月

高 Ｂ 3

①取組成果
　官民連携サウンディング調査委託は、2月17日国土交通省への調
査報告がなされました。県へのアプローチも不足しています。当市
としての活用手法の具体性に欠ける提案となっています。
②実績数値
　検証結果から事業計画の策定までは至っていません。
③完了日
　未達成

目
標
2

行政と民間・市民のパート
ナーシップの施策づくり

①取組内容
　昨年に引き続き、ふじみ野市における今後に向けての課題と
方向性を市民を含めた色々な立場の皆さんで意見を出し合うこ
とにより、より良い施策づくりにつなげる「未来政策会議」を
開催します。今回のテーマは「公民館の受益者負担の在り方に
ついて」として参加者を募り、会議を開催し、公開討論会を実
施します。未来政策会議参加者の中から、行政とのパートナー
シップのもとにまちづくりへの参加を自主・自立的に継続しよ
うとする市民グループへの支援の形として、市の情報提供を積
極的に行います。
③期限
　公開討論会は平成26年11月16日、支援は26年度を通じて実施
します。

高 Ｂ 4

①取組成果
　11月16日公開討論会の実施。
②実績数値
　継続可能なふじみ野市を目指して「公民館の適正な受益者負担と
は」をテーマに、公募による市民が４グループに分かれ、先進地及
び現場視察を含め5回の調査、議論を重ね、まとめた成果を発表す
るとともに、来場者（57人）との意見交換、議論を実施しました。
③完了日
・公開討論会は11月16日開催。
・参加者82人（市民メンバー25人　フロア57人）

目
標
3

○
ファシリティマネジメント
の実行

①取組内容
　施設は、将来に向けた公共施設の最適化に関する議論を展開
するため、公共施設白書を作成し、公共施設の最適化への共通
意識を図ります。組織については、文化・スポーツ条例の制定
に向け、適正かつ有効な組織を構築します。基金等の運用につ
いては、会計管理者が行う基金の資金運用への支援を図りま
す。
③期限
　施設白書の公表は8月。組織改正は12月定例会に関連条例を
上程します。資金運用支援は26年度を通じて実施します。

普通 Ｂ 3

①取組成果
　施設白書の作成については、当初、決算書の工事請負費及び修繕
費で積算し対応していたが、公有財産購入費や補償・補填及び賠償
金まで広がったデータで作成しています。
③完了日
・公表は年度末になる予定です。
・施設白書の概要説明及びデータベースの活用方法も今後検討しま
す。

1
5



公共
施設
適正
配置

民間
活力
の導
入

戦略プランの
位置付け

事業項目
（大目標）

　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　①取組内容
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　②数値目標
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　③期限

難易度 成果及び今後の取組予定（評定時に記入） 達成度
総合
自己
評価

【最終評価】

【最終評価】

【最終評価】

【最終評価】

目
標
4

合併特例債の有効活用

①取組内容
　合併特例債の期限が平成25年7月21日に被災地以外の地域も5
年間の延長が決定したことにより、当市においても平成32年度
までの新市建設計画の変更事務（対象事業の精査及び財政計画
の見直しなど）を進め、県との事前協議を経て、変更議決を進
めます。
③期限
　平成27年3月議会に変更議案を上程します。

普通 Ｂ 3

①取組成果
　現在、3か年実施計画を踏まえて、32年度まで財政計画素案を作
成し、県との事務レベル事前協議中であったが、消費税の取り扱い
により財政計画に変更が生じたため、県正式協議がずれました。
③完了日
　当初、3月定例会に「新市建設計画の変更」を上程する予定で
あったが、27年6月定例会に上程予定となりました。

目
標
5

市民対話の重視

①取組内容
　市民の皆さんとの直接対話を行うことにより、市民の声をよ
り市政運営に活かすため、市内全町会・自治会とのタウンミー
ティングを開催します。
　市政の現状や地域の課題を説明し、意見交換を進めます。ま
た、市民の皆さんからの申し出による「ふれあい座談会」も開
催していきます。
③期限
　平成27年3月（一部平成27年度）

普通 Ａ 4

Ａ 4

①取組成果
　12月ホームページリニューアルのスタートに向けて全庁的な取り
組みをしています。各職場における移行作業が担当職の認識不足か
ら少し遅れ気味あったが、計画通り実施。公開時には若干のトラブ
ルありました。
③完了日
・12月1日公開。
・トップページの工夫が必要及び現在の課題を明確にし、改善が必
要です。

①取組成果
　タウンミーティングの開催状況は、55団体中19団体を実施。今年
度は町会自治会の意向を優先し、開催日程を組んだため、来年末ま
でかかる予定です。
③完了日
　「ふれあい座談会」は1回開催。

目
標
6

情報発信の充実

①取組内容
　市民参加と協働によるまちづくりの前提である情報の共有を
進め、ホームページの充実及び職員・組織の情報発信力向上に
努めます。
②数値目標
　コンテンツ・マネージメント・システム（ＣＭＳ）を利用し
たホームページのリニューアルを実施します。
③期限
　リニューアル後のホームページ公開は12月。

普通

5

②実績数値
・住基システムの改修は10月から着手します。
・その他のシステムは28年1月の個人番号利用開始までに改修予定
です。
③完了日
・住基システム27年3月完了予定です。
・特定個人情報評価を27年1月～2月実施します。

Ａ高

①取組内容
　平成25年5月24日番号法が成立し、平成27年10月の市民への
「通知カード、申請書送付」、平成28年1月の「個人番号利
用・カード交付」に向け、番号制度システム導入の準備をしま
す。
②数値目標
　住民情報系電算システム改修を実施します。また、市民サー
ビスの向上に向けた個人番号カードの活用方法の調査、研究し
ます。
③期限
　システム改修は平成27年3月、活用方法の調査研究は平成27
年度も継続して行います。

マイナンバー制度導入の準
備

目
標
7

1
6



公共
施設
適正
配置

民間
活力
の導
入

戦略プランの
位置付け

事業項目
（大目標）

　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　①取組内容
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　②数値目標
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　③期限

難易度 成果及び今後の取組予定（評定時に記入） 達成度
総合
自己
評価

【最終評価】

【最終評価】

【最終評価】

※難易度は、目標設定時に設定。設定基準は「高・普通」の2段階。

目
標
8

受益者負担の適正化

①取組内容
　将来に向けて財政の継続可能性を確保するため、使用料・手
数料等適正化委員会による公共施設等の使用料の算定基準の策
定及び減免基準の見直し作業を進めます。
②数値目標
　算定基準の方針を決定するとともに、公共施設の利用に関す
る市民アンケートを実施します。
③期限
　アンケート調査結果は9月、方針決定は平成27年3月。

高

4

①取組成果
　市内部の検討部会、推進本部の議論を経て、市主催事業、連携事
業、広報啓発部品を決定。また、キャッチフレーズとシンボルマー
クは、11月13日開催の市民がメンバーである実行委員会で決定しま
した。
③完了日
・9月補正予算には会議費用を予算化、12月補正予算には広報啓発
物品を予算化。
・記念式典及び全体の事業概要を説明しました。

目
標
9

公共交通のあり方見直し

①取組内容
　現在、市内循環バスは市民アンケート結果分析から、交通機
関の空白地からの駅へのアクセスや運行便の増加などのニーズ
が高いことから、民間路線バスの導入を含めた既存路線の見直
をします。
②数値目標
　民間路線バスを含めたバス路線見直しの方針を決定します。
③期限
　方針の決定は9月。今年度中に見直し路線計画を策定しま
す。

高

※総合自己評価は、年度末に自己評価したもの。評価基準は「難易度」「達成度」及びその成果による５段階
   ○難易度「高」・・・【５：達成度「Ａ」で、成果も上がった】、【４：達成度「Ｂ」だが、成果は上がった】、【３：達成度「Ｂ」で、成果も上がらなかった】、【１：達成度「Ｃ」】
   ○難易度「普通」・・・【４：達成度「Ａ」で、成果も上がった】、【３：達成度「Ｂ」だが、成果は上がった】、【２：達成度「Ｂ」で、成果も上がらなかった】、【１：達成度「Ｃ」】

Ｂ 4

①取組成果
　定時定路線における車両の小型化及びその他交通不便地域の補完
手段としてデマンド交通も含めた新たな交通手段導入に向けて、既
存路線の乗降客調査」（OD調査を含む）9月下旬から1か月実施。ま
た、循環バスの市民ニーズ調査（2,000人）を10月下旬から実施。
それらの結果を踏まえ、将来的な地域交通の方向性を委託調査で検
証しました。
③完了日
　方針決定は未完了。当初予算には「地域公共交通会議」の運営費
などを計上。（進捗状況を説明）

目
標
1
0

市誕生１０周年記念事業の
推進

①取組内容
　平成27年10月1日に市誕生10年を迎えるにあたり記念式典、
記念事業などのコンセプトを庁内ＰＴ・推進委員会で検討した
上で、市民参加による実行委員会を組織し、記念事業に向けた
取り組みを進めます。実行委員会の運営、記念事業の準備費用
を補正予算に計上します。
③期限
　平成26年9月補正予算計上。

普通

※達成度は、年度末に自己評価したもの。評価基準は【Ａ：目標を達成できた】、【Ｂ：目標を達成できなかった】、【Ｃ：目標に取り組まなかった（取り組めなかった）】の３段階。

Ｂ 3

①取組成果
　使用料・手数料等適正化委員会を10月までに5回開催するととも
に、部会を1回開催し、使用料の改定額の算定、減免基準の見直し
作業を進めています。
②実績数値③完了日
　市民アンケートを7月中に実施し、調査結果をホームページに掲
示しました。12月定例会にはその基本方針に基づき先行して多目的
グラウンドの料金を決定しました。3月に開催される「行財政改革
推進委員会」に料金算定方法や減免基準の見直しの意見をいただ
き、3月までに方針を決定予定です。見直しスケジュールの全庁的
な共通認識が図れませんでした。

Ａ

1
7



第７章　組織マニフェスト（総務部）

（１）総務部　の目標

（２）

①　課・室

・

・

・

・

・ 税務課

・

②　 職員数

（正規職員数）

・ 79 人　／ 626人　（ 12.6 ％)

（再任用職員数）

・ 2 人　／ 24人　 （ 8.3 ％)

③ 予算規模

・ 平成２６年度当初予算額 千円 (公債費及び職員人件費除く)

一般会計 千円3,177,628

契約・法務課

危機管理防災課

人事課

資産管理課

公文書と電子決裁の適正管理を行うとともに、公正・
公平かつ迅速な選挙執行に向けた準備を進めます。

入札・契約制度の効率化と公共工事の品質の向上を図
ります。

市民力・地域力により、強固な減災・防災体制を構築
します。

防犯に関する具体的な行動計画の検討を始め、犯罪
「ゼロ」のまちづくりを進めます。

信頼される市役所を目指し、職員の人材育成と成果に
繋がる人事政策に取り組みます。

公共施設の長寿命化のため、アセットマネジメントを
推進します。

市税の課税客体の的確な把握と適正な賦課業務に努め
ます。

市税の公平性確保と収納強化を図ります。

○

○

○

○

○

○

○

○

収税課

3,177,628

総務部　経営資源

総務部長 小林 力
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目 標 設 定 ： 平成26年 4月18日
最 終 評 価 ： 平成27年 2月 6日
組 織 名 称 総務部

職 名 ・ 氏 名 部長・小林　力

公共
施設
適正
配置

民間
活力
の導
入

【最終評価】

【最終評価】
①取組成果
　12月の解散総選挙の際に読み取り分類機2台を購入し開票事務を
実施しました。会場レイアウトの見直しと開票の迅速化、効率化が
図れました。
②実績数値
　計画的な備品購入ができました。(H27年度2台購入予定)
③期限
　平成27年3月

4

【公文書】
①取組成果
　毎月1日を「文書の日」とし、注意事項等を羅針盤にて全職員に
周知して適正な文書管理をお願いしているところです。
情報公開コーナーにつきましては、適正に利用されています。
②実績数値
　ファイリングシステムの維持管理指導は、12月実施に向け準備を
進めていたが、急な衆議院選挙のため中止し、各課の自己点検に切
り替えました。(職員への意識付けとレベルアップが図れたと考え
ます)
③完了日
　年度末まで適正管理に努めます。

【電子決裁】
①取組成果
　県内他市の状況について電話調査を行い、電子決裁導入市（行田
市、春日部市、さいたま市、戸田市）を視察しました。これらを参
考に国の動向を踏まえ、今後の計画を策定しました。
③完了日
　平成27年2月

目
標
2

公正・公平かつ迅速な選挙
管理執行

①取組内容
　平成27年4月に執行予定の県議会議員一般選挙及び市議会議
員一般選挙のスムーズな執行に向けて準備を行います。
　また、開票事務の効率化や迅速化に向け、レイアウトの見直
しや計画的な備品の購入計画等について検討します。
③期限
　平成27年3月

普通 Ａ 4

成果及び今後の取組予定（評定時に記入） 達成度
総合
自己
評価

目
標
1

公文書・電子決裁の適正管
理

①取組内容
　公文書の適正管理に努めるとともに、情報公開コーナーの適
正な管理により利用者が活用しやすい環境を心がけます。
　現在、電子決裁の試行運用を一時中断しています。不具合の
検証を含め、電子決裁の今後の運用について方針を決定しま
す。
③期限
　電子決裁の方針決定　平成26年9月

普通 Ａ

平成２６年度
組織目標兼管理職個人目標管理シート

戦略プランの
位置付け

事業項目
（大目標）

　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　①取組内容
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　②数値目標
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　③期限

難易度

1
9



公共
施設
適正
配置

民間
活力
の導
入

成果及び今後の取組予定（評定時に記入） 達成度
総合
自己
評価

戦略プランの
位置付け

事業項目
（大目標）

　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　①取組内容
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　②数値目標
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　③期限

難易度

【最終評価】

Ａ 4

【電子入札】
①取組成果
　1,000万円以上の入札案件が26件あり、22件（約85％）について
電子入札を行いました。
②実績数値
　目標の3割を大きく上回り、8割以上となっています。
③完了日
　平成27年3月

【登録制度】
①取組成果
　小規模修理・修繕契約希望者登録要綱を改正し、契約限度額を50
万円から130万円に引き上げました。受付回数についても、年1回か
ら随時受付に変更しました。
②実績数値
　契約限度額　50万円→130万円
　受付回数　　年1回→随時受付
③完了日
　平成27年1月1日施行

目
標
3

電子入札の推進と登録制度

①取組内容
　平成26年度ふじみ野市公共工事等発注方針に基づき、電子入
札を積極的に実施するとともに、小規模事業者登録制度を改革
します。
②数値目標
・電子入札
　　1000万円以上の入札案件の3分の1以上
・小規模事業者登録制度
　　発注限度額(現行50万円未満)の引き上げを検討します。
　　また、業者の登録受付期間を年1回から複数回にします。
③期限
　平成27年3月 普通

2
0



公共
施設
適正
配置

民間
活力
の導
入

成果及び今後の取組予定（評定時に記入） 達成度
総合
自己
評価

戦略プランの
位置付け

事業項目
（大目標）

　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　①取組内容
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　②数値目標
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　③期限

難易度

【最終評価】

5

【防災訓練】
①取組成果
　地域防災計画見直し検討会、懇談会、防災士との意見交換会など
を行い、当初予定していたとおり今年度は、地区対策本部の充実を
図った総合防災訓練を実施しました。
②実績数値
　訓練参加者数　約5,700人
③完了日
　平成26年11月9日（日）実施

【防災無線】
①取組成果
　平成27年1月に災害対策室の整備が完了しました。防災行政無線
のデジタル化は、子局58カ所のうち残り2カ所となっています。
③完了日
　平成27年3月10日完成予定

【災害備品】
①取組成果
　賞味期限が間近な備蓄品のパンは、総合防災訓練時に試食として
在庫調整しました。購入予定の備蓄品は契約済みです。
②実績数値
　パンの缶詰7,392缶、粉ミルク120缶、
　ペットボトル水16,800本、簡易トイレ53台
③完了日
　平成27年2月

目
標
4

地域防災力の強化

①取組内容
　11月9日(日)に第3回総合防災訓練を行います。訓練は、過去
２回の総合防災訓練を検証した上で実施します。また、防災施
設・備品の整備充実を図るため、本庁舎災害対策室を整備し、
防災無線の統合化を進めるとともに(H24～H26)、防災備品等の
備蓄(想定避難者・帰宅困難者17,000人)を進めます(H25～
H27)。
③期限
　平成27年3月

高 Ａ

2
1



公共
施設
適正
配置

民間
活力
の導
入

成果及び今後の取組予定（評定時に記入） 達成度
総合
自己
評価

戦略プランの
位置付け

事業項目
（大目標）

　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　①取組内容
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　②数値目標
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　③期限

難易度

【最終評価】

【最終評価】

Ｂ 3

①取組成果
　青色パトロールカーでのパトロール、防犯キャンペーン、小中学
校での校区内防犯会議等を行い、防犯対策を行いました。
②実績数値
　平成26年度1月までの青パト走行距離　1,528㎞
　平成26年の犯罪発生率　11.14（前年対比△1.12）
③完了日
　平成27年3月

①取組成果②実績数値
　・地域防災計画見直し検討会、防災士、各種団体、庁内検討委員
会などで意見交換を行い、現在パブリックコメントを実施中です。
  ・災害協定は1月末までに3団体と締結し、年度内に5団体以上の
協定締結を目指しています。
③完了日
　・地域防災計画
　　1月6日～2月5日　パブリックコメント実施
　　2月23日　防災会議で決議
　　2月末　埼玉県との協議
　・災害協定
　　平成27年3月

目
標
6

防犯対策の推進

①取組内容
　警察署や市民などと連携して犯罪「ゼロ」のまちを目指しま
す。
・自転車の盗難やひったくり防止対策などの街頭啓発活動等の
実施により、犯罪発生の抑止に努めます。
・巡回パトロール活動、啓発活動を実施し、安全・安心な地域
環境を確保します。
・犯罪ゼロのまちを目指し、防犯推進条例に基づく具体的な行
動計画の策定に向けて検討を始めます。
②数値目標
・犯罪発生率　平成25年12.26→平成26年11.48以下
・防犯推進条例に基づく行動計画　平成26年度は策定までのス
ケジュール作成
③期限
　平成27年3月

高

目
標
5

地域防災計画の見直しと災
害時の即応体制

①取組内容
・国、県の防災計画の見直しが行われたことから、平成24年度
の１次見直しに引き続き「ふじみ野市地域防災計画」の見直し
を行います。
・平常時から災害時の組織体制を整備し、緊急時に即応できる
ようにします。(震災時の職員行動マニュアル、風水害職員行
動マニュアル、一般事故応急対策のための情報連絡網の整備)
・避難行動要支援者システムを確立するため、避難行動要支援
者名簿を作成します。
・民間との防災協定の積極的な締結と市民へのＰＲとして、協
定を証する店頭掲示用のプレートを作成します。
②数値目標
　民間との防災協定の締結　新たに5団体
③期限
　平成27年3月

高 Ｂ 4

2
2



公共
施設
適正
配置

民間
活力
の導
入

成果及び今後の取組予定（評定時に記入） 達成度
総合
自己
評価

戦略プランの
位置付け

事業項目
（大目標）

　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　①取組内容
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　②数値目標
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　③期限

難易度

【最終評価】

【最終評価】
①取組成果
　研修に参加したり情報収集はしているものの進んでいません。
　建設以来修繕していない施設又は大規模改造工事が終了した学校
施設など約30の公共施設(資産台帳が整備済み)について、H27年度
に保全計画を策定するよう予算要求したが再検討となりました。
③完了日
　進捗なし

5

①取組成果
・1月28日に遠野市長を招き「危機管理防災セミナー」を開催し、
職員67名、自主防災組織92名、合計159名が参加しました。
・自治人材開発センター選択研修への参加者67名で県内1位、通信
講座申込者18名、23講座で県内1位となっています。
・人事評価制度の結果を給与に反映させる手法について、西部地区
人事課長会議で情報収集するなど検討しています。
②実績数値
　職員研修の参加者　655名(2月5日現在)
　今後予定118名、合計773名
③期限
　平成27年3月

目
標
8

アセットマネジメントの推進

①取組内容
　施設保全に関する指針を策定することで保全計画により施設
の長寿命化が図れる施設を限定します。
　前記施設について、資産台帳(施設カルテ)を整備し、同台帳
に基づく将来的な保全計画を策定します。
③期限
　施設保全に関する方針決定　平成26年8月

高 Ｂ 3

目
標
7

人材育成と人事評価

①取組内容
　研修等を通じ、職員の意識改革に努めるとともに職員一人ひ
とりがその資質を高めることにより、市民ニーズに的確に対応
した市民満足度の高いサービスの提供に努め、苦情ぜロ・信頼
される市役所を目指します。
・人材育成基本方針に則った研修実施計画に基づき、個々の職
員の職位や職務内容に応じた研修を実施し、専門能力の向上を
目指します。
・人事評価制度の適正な運用を図るため、評価者の評価能力向
上（評価の均一化）を目指し、5月に評価者研修を実施しま
す。
・人事評価の結果を職員の給与に反映させることについて検討
し、平成27年度実施に向け職員労働組合と交渉します。
②数値目標
　職員研修の参加者　1,200人
③期限
　平成27年3月

高 Ａ

2
3



公共
施設
適正
配置

民間
活力
の導
入

成果及び今後の取組予定（評定時に記入） 達成度
総合
自己
評価

戦略プランの
位置付け

事業項目
（大目標）

　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　①取組内容
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　②数値目標
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　③期限

難易度

【最終評価】

【最終評価】

5

①取組成果
・個人市民税は、未申告対象者1,673人に対し2回通知した結果、
405人の申告書の提出がありました。また、税務調査による課税資
料をもとに申告がなかった者17人に対して賦課課税を決定し、合計
で422人、税額で18,444千円の賦課決定をしました。
・法人市民税は、平成25年度(過去1年間)において未申告法人63社
に対し9月16日から12月10日にかけて実態調査を実施しました。こ
の結果、4件、税額520千円の賦課決定を行ったほか、解散・休業な
どによる処理35件を行いました。残り24件は今後の申告状況等を把
握していきます。
・資産税の家屋は、不突合家屋について現在、163件の課税客体の
捕捉作業を実施しました。年度末には目標件数を達成予定です。
・償却資産については、今年度申告のない事業所及び共同住宅所有
者で未申告のもの112件について、税務署調査を実施し、償却資産
を有する可能性のあるもの30件に対して申告を促しました。
②実績数値
・個人市民税　課税客体の調査　100％実施
・法人市民税　届出法人の調査　100％実施
・不突合家屋の調査　163件(1月27日現在)
・不突合法人の調査(償却資産)112件(1月27日現在)
・軽自動車税　市外転出者1,363人、死亡者87人に対し住所・名義
変更依頼をしました
③完了日
　平成27年3月

Ａ 5

①取組成果
・増築棟の工事は、予定どおり1月5日にオープンしました。
・第2庁舎の改修方法と都市政策部庁舎の跡地活用はH27に方針決定
が先送りとなりました。
③完了日
　左記のとおり

Ａ

目
標
1
0

適正課税の確保

①取組内容
・個人市民税及び法人市民税については、税収確保及び課税の
公平性の観点から、未申告者等について県税事務所・税務署と
の協力・連携等により課税客体の把握に努めます。
・資産税の家屋は、航空写真と課税台帳の照合による不突合家
屋の調査を計画的に実施し、課税客体の正確な捕捉に努めま
す。
・償却資産は、申告主義となっており、課税台帳と法人市民税
の事業所とを照合し、不突合法人について税務署等調査を実施
するなど、課税客体の把握に努めます。
②数値目標
・個人市民税　課税客体の調査　目標　100％実態調査
・法人市民税　届出法人の調査　目標　100％実態調査
・不突合家屋の調査　目標件数　170件
・不突合法人の調査　目標件数　100件
③期限
　平成27年3月

高

目
標
9

本庁舎整備事業

①取組内容
　本庁舎整備事業の適正な進捗管理をします。
③期限
・本庁舎増築棟工事の完成　平成26年11月　※平成27年から使
用します。
・臨時駐車場を整備　平成26年7月
・本庁舎改修工事に合わせた関係課の移動計画策定　平成26年
9月
・外構工事ほか別途工事の発注　平成26年6月～9月
・都市政策部庁舎、第2庁舎のあり方と移動計画の策定　平成
27年3月

高

2
4



公共
施設
適正
配置

民間
活力
の導
入

成果及び今後の取組予定（評定時に記入） 達成度
総合
自己
評価

戦略プランの
位置付け

事業項目
（大目標）

　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　①取組内容
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　②数値目標
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　③期限

難易度

【最終評価】

※難易度は、目標設定時に設定。設定基準は「高・普通」の2段階。

※目標に対する具体的な【②数値目標】を表すことが難しい場合は、【①取組内容】又は【③期限】に含めて記載。

※達成度は、年度末に自己評価したもの。評価基準は【Ａ：目標を達成できた】、【Ｂ：目標を達成できなかった】、【Ｃ：目標に取り組まなかった（取り組めなかった）】の３段階。

※総合自己評価は、年度末に自己評価したもの。評価基準は「難易度」「達成度」及びその成果による５段階
   ○難易度「高」・・・【５：達成度「Ａ」で、成果も上がった】、【４：達成度「Ｂ」だが、成果は上がった】、【３：達成度「Ｂ」で、成果も上がらなかった】、【１：達成度「Ｃ」】
   ○難易度「普通」・・・【４：達成度「Ａ」で、成果も上がった】、【３：達成度「Ｂ」だが、成果は上がった】、【２：達成度「Ｂ」で、成果も上がらなかった】、【１：達成度「Ｃ」】

目
標
1
1

市税等の収納対策

①取組内容
　市税、国民健康保険税及び後期高齢者医療保険料の収納強化
を図ります。
・広報紙やホームぺージ等を利用し、市民の納税意識を高める
とともに、文書、電話による催告を実施し自主納付を促しま
す。
・税の支払いについて、きめ細かな納税相談を実施します。
・自主納付及び納税相談に応じない方には、財産調査を実施し
差押えを執行します。そして、収納率の向上及び税負担の公平
性の確保に努めます。
・収納強化のため外部委託等を検討します。
②数値目標
・目標収納率
　（1）市　税　        現年：98.3％(H24決算97.86%)
　（2）国民健康保険税　現年：87.5％(H24決算86.64%)
　（3）後期高齢者医療保険料
                       現年：99.3％(H24決算99.22%)
・催告書の送付回数　現　年　分 … 年間6回実施
　　　　　　　　　　滞納繰越分 … 年間4回実施(1回増加)
③期限
　平成27年3月

高 Ｂ 4

①取組成果
・市の広報紙やホームぺージに納期のお知らせ等を掲載し、市民の
納税意識を高め、納期内納付を促しています。
・口座振替の啓発チラシを作成し、国民健康保険税の加入手続時と
固定資産の家屋調査時に口座振替の申込書を渡すようにしました。
・休日に窓口を開庁し、休日収納及び納税相談を実施しました。
　(1月までに計12回実施）
　　　　　　　収納件数 587件　　  収納金額 12,736,701円
  (3月までに計14回実施）
　　　　　収納見込件数 700件　収納見込金額 14,000,000円
②実績数値
　平成27年1月末現在の収納率は次のとおりです。
（1）市  税　　現年：78.58%　滞繰：22.37%　現滞計：74.52%
  　　　 (前年同期)　78.56%        21.57%          73.94%
　　　　　　　  　(＋0.02%)　 　(＋0.80%)  　　 (＋0.58%)
（2）国保税　  現年：68.83%　滞繰：14.88%　 現滞計:48.28%
         (前年同期)　68.20%     　 12.49%          46.42%
　　　　　　　　  (＋0.63%)　 　(＋2.39%)  　　 (＋1.86%)
（3）後期医療　現年：80.22%　滞繰：29.60%　現滞計：79.52%
         (前年同期)　80.75%        30.87%          80.15%
　　　　　　　  　(▲0.53%)　 　(▲1.27%)  　　 (▲0.63%)
・市税等の収入済額の状況    (1月末現在　 単位:千円)
　　  市　税  12,458,226   前年度 12,192,638  (＋265,588)
　　  国保税　 1,950,845   前年度　1,949,763  (＋  1,082)
      後期医療　 673,815   前年度    648,189  (＋ 25,626)
・催告書の送付回数
　現年分…8回　滞納繰越分…6回
・差押えなどの状況
　差押え件数…423件　執行停止件数…535件
③完了日
  平成27年1月末現在

2
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第７章　組織マニフェスト（市民生活部）

（１）市民生活部　の目標

（２） 経営資源

①　課・室

・

・

・

・

・

②　 職員数

（正規職員数）

・ 46 人　／ 626人　（ 7.3 ％)

（再任用職員数）

・ 3 人　／ 24人　 （ 12.5 ％)

③ 予算規模

・ 平成２６年度当初予算額 千円 (公債費及び職員人件費除く)

一般会計 千円

市民課

市民窓口課

763,030

763,030

協働推進課

文化・スポーツ振興課

市民相談・人権推進室

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

市民との協働を図る仕組みとして、市民・議会・行政の役割
と責務、市民参加のルール並びに行政運営の基本的な事項を
定めた自治基本条例の制定を目指します。

心の通い合うあたたかい地域と共助（近助）が育まれるよ
う、市民のみなさんの「各地域の自治組織」への加入促進に
努めます。

市民力と地域力の向上に向け、市民のみなさんの潜在的な力
について、その活用の場所づくりを計画します。

市民の心の豊かさと健康の増進などを目的に、文化・スポー
ツ振興条例の制定を目指します。

総合振興計画上のスポーツゾーンの拠点施設に相応しいグラ
ンド整備を推進するとともに、市民の各階層を対象に、「元
気・健康の好循環」事業を積極的に実施します。

文化の発展と芸術の振興に向け、文化事業推進の組織体制等
のあり方を検討します。

男女が互いに尊重しあい、共に歩んでいける男女共同参画社
会の構築に向け、その条例制定を目指すとともに、まちづく
りに「女性の視点」の活用を推進します。

全庁的に市民相談サポート体制の拡充を図り、より一層訪れ
やすく、気軽に相談できる「市民総合相談窓口」の開設を目
指します。

子供たちが安心して健やかに成長できる社会をつくるため、
いじめ防止条例の制定を図り、いじめの撲滅に市全体で取り
組みます。

いつも、やさしくていねいな窓口・電話応対に務めます。

市民生活部

市民生活部長 塩野 泰弘
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目 標 設 定 ： 平成26年 4月18日
最 終 評 価 ： 平成27年 2月 6日
組 織 名 称 市民生活部

職 名 ・ 氏 名 部長・塩野 泰弘

公共
施設
適正
配置

民間
活力
の導
入

【最終評価】

【最終評価】
①取組成果
　昨年度に引き続き、町会・自治会連合会と連携して11月を全市的
な「自治組織加入促進月間」と定め、集中的に様々な加入促進対策
を実施しました。
・未加入世帯(抽出)対象の意向調査実施 1,090世帯→回収率12.5％
・未加入世帯への加入促進チラシ配付 25組織・5,700枚
・ポスター掲示、市報・公式ホームページ等への記事掲載
・各課窓口での加入促進
・大規模開発(分譲マンション)事業者等への直接的な働き掛け
　今後、未加入世帯対象の意向調査結果等を踏まえ、自治組織の加
入促進方策の検討を行います。
②実績数値
　（H26.4：28,196世帯・加入率59.5％）
　（大規模開発地で１組織が設立準備中）
③完了日
　平成27年3月ですが、引き続き加入促進に努めます。

5

①取組成果
　第2回議会定例会において「ふじみ野市自治基本条例」が可決成
立し、その後に公布、即日施行しました。
　当該条例の施行を受けまして、協働のまちづくりを総合的に進め
るため、8月末に「協働のまちづくり庁内推進委員会」を設置し、
この委員会を中心に、協働のまちづくりの推進に関する事務を段階
的に進めています。
　(1) 自治基本条例の逐条解説書の策定
　(2) 協働のまちづくりに向け、その基本となる指針等の策定
　(3) 協働のまちづくりに賛同・参加する市民団体の育成支援方策
の検討
③完了日
　平成26年6月26日に公布、即日施行しました。

目
標
2

「町会・自治会・町内会」
への加入促進

①取組内容
　共助が育まれたあたたかい地域づくりのため、町会・自治会
連合会と連携し、その加入促進に努めます。
・11月を全市的な「自治組織加入促進月間」と定め、集中的に
加入促進対策を実施します。
・各自治組織における未加入世帯を抽出し、意向調査を行いま
す。
・大規模分譲マンション管理組合等への直接的な働き掛けを行
います。
②数値目標
・加入世帯年間増目標：900世帯
  （H25.4：28,293世帯・加入率60.7％　508世帯増）
  （H26.4：28,196世帯・加入率59.5％　 97世帯増）
③期限
　平成27年3月とします。

高 Ｂ 3

成果及び今後の取組予定（評定時に記入） 達成度
総合
自己
評価

目
標
1

自治基本条例の制定

①取組内容
　パブリックコメントを実施した「自治基本条例(案)」に関し
て、その意見を参考に全庁的な内部組織で検討し、最終的な条
例案をまとめます。
③期限
　平成26年6月議会定例会に条例(案)を上程し、本年度内の施
行を目指します。

高 Ａ

平成２６年度
組織目標兼管理職個人目標管理シート

戦略プランの
位置付け

事業項目
（大目標）

　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　①取組内容
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　②数値目標
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　③期限

難易度

2
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公共
施設
適正
配置

民間
活力
の導
入

成果及び今後の取組予定（評定時に記入） 達成度
総合
自己
評価

戦略プランの
位置付け

事業項目
（大目標）

　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　①取組内容
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　②数値目標
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　③期限

難易度

【最終評価】

【最終評価】

【最終評価】
①取組成果
　9月の議会定例会で「振興条例策定委員会条例」の可決をいただ
き、既に12月から4回の委員会会議（夜間）を開催し、条例（案）
の検討を行っています。
　併せて、当該条例の素案等を検討するため、「振興条例庁内検討
委員会」を10月に設置し、作業を進めています。
③完了日
　第3回議会定例会において、「条例策定委員会条例」が可決成立
しました。
　平成27年9月の条例制定を目指します。

4

①取組成果
　9月の議会定例会におきまして「工事契約締結」の可決をいただ
き、その後工事も順調に進み、工期内に完成いたしました。
　また、12月の議会定例会で、「『多目的グラウンド』の設置・使
用料等に関する規定及び管理運営に関する指定管理者の業務拡大に
ついて」、可決をいただき、4月上旬のオープンに向け準備を進め
ています。
③完了日
　平成27年3月20日

目
標
5

文化・スポーツ振興条例の
制定

①取組内容
　平成27年9月の条例制定を目指します。
・教育委員会部局と調整・連携を図り、文化・スポーツ団体や
市民代表を主に、条例策定検討委員会を設置します。
③期限
　平成26年9月議会定例会に、検討委員会設置条例を上程しま
す。

高 Ａ 5

Ｂ 3

①取組成果
　「市民大学」の設置に関して、本市の現状分析、先進自治体にお
ける事例研究及び基本構想(案)の策定に向けた関係資料の収集・研
究等を行いました。
③完了日
　引き続き、基本構想(案)の策定作業を進め、平成27年度に具体的
な設置のための諸計画を策定します。

目
標
4

多目的グランドの整備事業

①取組内容
　(旧)大井清掃センター跡地活用の多目的グランドについて、
本年度内の完成を進めます。
③期限
・工事発注の準備手続きを進め、平成26年9月議会定例会に工
事契約を上程します。
・市民周知を踏まえ、平成26年12月議会定例会に、施設設置・
使用料に関する条例及び指定管理者の指定を上程します。

普通 Ａ

目
標
3

市民大学の設置促進

①取組内容
　市民との協働と市民力の向上に向け、既存事業やその事務領
域を超えた「市民大学」の設置を目指します。
③期限
　本年度は構想を計画し、平成27年度に具体的な設置のための
基本計画を策定します。

高

2
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公共
施設
適正
配置

民間
活力
の導
入

成果及び今後の取組予定（評定時に記入） 達成度
総合
自己
評価

戦略プランの
位置付け

事業項目
（大目標）

　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　①取組内容
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　②数値目標
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　③期限

難易度

【最終評価】

【最終評価】

【最終評価】

Ａ 4

①取組成果
　条例に基づく外部委員構成の「推進条例策定検討委員会」と、庁
内組織の「推進会議」において、その施策を積極的に推進するため
の体制づくり等を盛り込んだ「男女共同参画推進条例（案）」を策
定しました。
　その後、2月末から1ヶ月間パブリックコメントを実施していま
す。
③完了日
　引き続き、平成27年6月の公布を目指します。

目
標
8

男女共同参画推進条例の制
定

①取組内容
　条例策定検討委員会を設置し、条例案の内容を検討します。
③期限
　本年度内に条例(案)を作成し、平成27年6月の公布を目指し
ます。

4

①取組成果
　計画に基づき、心と体の健康づくり事業を積極的に進めました。
・特定保健対象者を対象にした「元気・健康ライフ塾」を、保健セ
ンターとの共催で、14回開催しました。
・育児中の母親を対象とした「ママと子のふれあいヨガ」を、本年
度は保健師や栄養士の講話を新たに加え、保健センターとの共催で
前期6回・後期6回開催しました。
・高齢者向けに、「シニア（日曜）元気塾」を4月から8回・6月か
ら4回・9月から8回・11月から4回・1月から4回開催しています。
　このほか、様々のスポーツ事業を実施しました。
③完了日
　引き続き、関連事業を通年で実施します。

目
標
7

文化事業の拡充
（組織改正）

①取組内容
　平成27年度からの更なる文化事業の推進及び一元化に向け、
関係部局と調整・連携を図り、所掌範囲及び組織体制等を検討
します。
③期限
　平成26年10月とします。 高 5

①取組成果
　特に教育委員会部局と連携を図り、所掌の範囲等を検討しまし
た。
　文化行政として、重点的に継続・拡大する内容としては、
・教育や学習を除く文化活動（興行・展示・発表）
・計画策定や文化協会等の組織作り
を進める予定です。
　また、平成27年度の組織改正において、文化事業の振興をより一
層推進するため、文化振興係を新設します。

Ａ

目
標
6

「元気・健康の好循環」の
事業推進

①取組内容
　関連部局と連携を図り、心と体の健康づくり事業を積極的に
実施します。
・メタボリックシンドローム者を対象に、“特定保健指導体操
教室”(50人・14回)を開催します。
・育児中の母親を対象に、親子で楽しめる“ママと子のふれあ
いヨガ”を前後期(各25組・12回)に分けて行います。
・高齢者向けに、健康維持を目的とした“シニア(日曜)元気
塾”を前後期(各50人・28回)に分けて開催します。
③期限
　このほかの事業を、年間を通して実施します。

普通 Ａ

普通

2
9



公共
施設
適正
配置

民間
活力
の導
入

成果及び今後の取組予定（評定時に記入） 達成度
総合
自己
評価

戦略プランの
位置付け

事業項目
（大目標）

　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　①取組内容
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　②数値目標
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　③期限

難易度

【最終評価】

【最終評価】

Ｂ 3

目
標
9

目
標
1
0

いじめ防止条例の制定

①取組内容
　相談の内容と人権的な要素に配慮する必要があることから、
庁内組織全体で連携を図り、市民相談の観点からも条例の制定
を目指します。
③期限
　平成27年3月とします。

①取組成果
　「いじめ防止条例(仮称)等庁内策定プロジェクト･チーム」にお
いて、先進地視察や教育・福祉団体、専門家へのヒアリング調査を
実施し、条例案の草稿を進めています。
　本年6月の議会定例会に、条例の上程を目指します。

Ａ 5

①取組成果
　平成27年度の組織改正において、市民に分かりやすい相談体制と
して、福祉や健康・医療の分野も視野に入れた市民生活総合相談窓
口（室名改名：「市民総合相談室」）として展開することになりま
した。
　さらに、福祉部内に福祉総合支援チームを新設することで、総合
的な福祉支援を必要とする相談に関して、組織的に連携して対応す
る体制が確立しました。
　ＤＶ被害者の支援を強化するため、4月に「配偶者暴力相談支援
センター」を開設し、相談日を週1回から2回に増やすとともに、各
種証明書発行や保護対策等を充実したことにより、相談件数は前年
度の1.5倍に増えました。
　引き続き、支援業務の効率化及び緊急保護対策の強化に向け、検
討を進めます。
　成年後見相談に関しては、行政書士相談を開設するとともに、福
祉部門や法人後見等の支援団体と積極的に調整・連携を図り、制度
の利用支援を進める協力体制を構築しました。
　大井総合支所（オアシス）においては、司法書士及び税理士によ
る専門相談を増設したことにより、その相談利用件数が倍増しまし
た。
②実績数値
　市民相談対応件数：2,600件（前年度対比10％増）
③完了日
　3月ですが、より一層「市民総合相談窓口」の充実に努めます。

「市民総合相談窓口」の設
置促進（市民相談の拡充）

①取組内容
　市民が分かり易い相談体制として、福祉や健康・医療の分野
を視野に入れた「市民総合相談窓口」の平成27年度開設を目指
します。併せて、ドメスティックバイオレンス被害者の支援を
強化するとともに、成年後見制度に関する相談や大井総合支所
での専門相談の種類を増やすなど、相談サービスの利便性、迅
速化及び相談者の利用満足度のアップを図ります。
②数値目標
　市民相談対応件数：3,000件（消費生活相談含む）
③期限
　平成27年3月とします。

高

高

3
0



公共
施設
適正
配置

民間
活力
の導
入

成果及び今後の取組予定（評定時に記入） 達成度
総合
自己
評価

戦略プランの
位置付け

事業項目
（大目標）

　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　①取組内容
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　②数値目標
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　③期限

難易度

【最終評価】

※難易度は、目標設定時に設定。設定基準は「高・普通」の2段階。

※総合自己評価は、年度末に自己評価したもの。評価基準は「難易度」「達成度」及びその成果による５段階
   ○難易度「高」・・・【５：達成度「Ａ」で、成果も上がった】、【４：達成度「Ｂ」だが、成果は上がった】、【３：達成度「Ｂ」で、成果も上がらなかった】、【１：達成度「Ｃ」】
   ○難易度「普通」・・・【４：達成度「Ａ」で、成果も上がった】、【３：達成度「Ｂ」だが、成果は上がった】、【２：達成度「Ｂ」で、成果も上がらなかった】、【１：達成度「Ｃ」】

※達成度は、年度末に自己評価したもの。評価基準は【Ａ：目標を達成できた】、【Ｂ：目標を達成できなかった】、【Ｃ：目標に取り組まなかった（取り組めなかった）】の３段階。

目
標
1
1

優しい窓口と電話応対

①取組内容
　「笑顔であいさつ」と「おもてなしの心」、そしてお客様の
ニーズを的確に捉え、やさしくスピーディーでていねいな応対
に務めます。
②数値目標
　窓口応対に対する「窓口サービス向上アンケート」を実施
し、お客様満足度100％を目指します。
③期限
　年間を通して取り組みます。

普通 Ｂ 3

①取組成果
　三つの配慮『気配り･目配り･心配り』を心がけ、チームワークで
スピーディーかつていねいな窓口応対に努めました。
②実績数値
　1月に「窓口サービス向上アンケート」を実施しました。
　調査項目：6項目（5点満点）　総回答1,508件
　市　民　課：回答952件　満足度88.4％（H25：82.8％）
　出　張　所：回答346件　満足度90.5％（H25：90.5％）
　市民窓口課：回答210件　満億度90.6％（H25：90.0％）
③完了日
　引き続き、常に取り組みます。

3
1



第７章　組織マニフェスト（環境経済部）

（１）環境経済部　の目標

（２） 経営資源

①　課・室

・

・

・

②　 職員数（広域ごみ処理施設建設室含む）

（正規職員数）

・ 30 人　／ 626人　（ 4.8 ％)

（再任用職員数）

・ 1 人　／ 24人　 （ 4.2 ％)

③ 予算規模（広域ごみ処理施設建設室含む）

・ 平成２６年度当初予算額 千円 (公債費及び職員人件費除く)

一般会計 千円

○

○

○

○

○

○

○

○

○

公共施設を利用した太陽光発電システムを推進するため、実
施可能な条件等を検討します。

「リデュース」「リユース」「リサイクル」（３Ｒ)を推進
し、ごみの少ないまち埼玉県内第1位を目指します。

周辺地域や住民への安全に配慮した（旧）大井清掃センター
の解体・撤去及び汚染土壌・廃棄物の除去を行い、円滑な跡
地利用に供します。

周辺地域への配慮と計画的な事業進行管理を行い、平成28年
度稼働を目指した新環境センターの整備事業を進めます。

空き店舗活用による新規店舗開店に向けての情報提供を行う
とともに、改装費や家賃補助を行う「空き店舗対策補助制
度」を創設します。

地産地消のより一層の推進を図るため、農産物直売所の拡大
に努めます。また、市民農園を新たに２園開園します。

地域産業の活性化とシティプロモーションに資するため、農
産物、商品、工業製品等の地域ブランドの発掘、開発を進め
ます。

地域経済の活性化と自主財源の確保及び地元雇用の促進を図
るため、適地の検討、誘致手法の研究等を行い、企業誘致を
積極的に展開します。

ふじみ野市民求職者に対する雇用対策の一環として、「ふる
さとハローワーク」を市役所庁舎内に設置すべく、引き続き
国に要請します。

広域ごみ処理施設建設室

6,335,491

環境経済部

環境課

6,335,491

産業振興課

環境経済部長 忍田 敏昭
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目 標 設 定 ： 平成26年 4月18日
最 終 評 価 ： 平成27年 2月 6日
組 織 名 称 環境経済部

職 名 ・ 氏 名 部長・忍田　敏昭

公共
施設
適正
配置

民間
活力
の導
入

【最終評価】

【最終評価】

【最終評価】

Ｂ 4

①取組成果
　空き店舗対策補助金交付要綱を策定し、事業概要のまとめと制度
設計を行いました。また、商店会長や商工会と協議を進め詳細な運
用手順を作成しました。
②実績数値
　予算を伴う事業のため、事業開始は平成27年度からとなります。
③完了日
　平成27年3月31日

①取組成果
　すべての建築物の解体撤去及び汚染土壌等の除去を終了し、円滑
な跡地利用に供しました。
②実績数値
　事業進捗率100％
③完了日
　平成26年8月31日

目
標
3

空き店舗対策

①取組内容
　空き店舗を活用した新規店舗開店に向けて、引き続き情報提
供を行うとともに、開店の決まった起業家に対して改装費や一
定期間の家賃補助を行うための「空き店舗対策補助制度」を関
係機関と協議のうえ創設します。
②数値目標
　新規開店2店舗
③期限
　平成27年3月

高

4

①取組成果
　ごみ減量キャンペーンの展開や3Rを実践するエコクッキング教室
を開催しました。また、モデル地区を4町会設定し、ごみ減量の実
証を実施しています。
②実績数値
　エコクッキング教室　33名参加
　家庭系ごみ　22ｇ減（1/31現在）
　キエーロ普及　170基
③完了日
　平成27年3月31日

目
標
2

（旧）大井清掃センターの
解体・土壌改良工事

①取組内容
　建築物の解体撤去及び汚染土壌、廃棄物の除去など、周辺地
域や住民への安全に配慮した作業を行い、円滑な跡地利用に供
します。
②数値目標
　事業進捗率100％
③期限
　平成26年8月

普通 Ａ 4

成果及び今後の取組予定（評定時に記入） 達成度
総合
自己
評価

目
標
1

自然エネルギーの活用とご
みの減量化

①取組内容
　公共施設を利用した太陽光発電システムを推進するため、そ
の実施可能な条件等を検討します。また、「リデュース」「リ
ユース」「リサイクル」（3Ｒ）の推進を図り、ごみの少ない
まち県内第1位を目指します。(平成24年度、県内3位）
②数値目標
・市民1人1日当たりごみ減量17ｇ
・生ゴミ処理容器（ベランダdeキエーロ）を新たに200器普及
③期限
　平成27年3月

高 Ｂ

平成２６年度
組織目標兼管理職個人目標管理シート

戦略プランの
位置付け

事業項目
（大目標）

　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　①取組内容
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　②数値目標
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　③期限

難易度

3
3



公共
施設
適正
配置

民間
活力
の導
入

成果及び今後の取組予定（評定時に記入） 達成度
総合
自己
評価

戦略プランの
位置付け

事業項目
（大目標）

　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　①取組内容
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　②数値目標
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　③期限

難易度

【最終評価】

【最終評価】

【最終評価】

①取組成果
　観光協会内に、地域ブランド認証委員会を設置しました。具体的
な取り組みを平成27年度から実施するために、他市の事例の調査、
専門家からの聞き取りなどを行いました。国の地域創生交付金の申
請を行い、3月議会に上程しました。
②実績数値
　制度創設に向けた準備業務進捗率　100％
③完了日
　平成27年3月31日

Ａ 5

①取組成果
　ふるさとハローワークの設置に向けて、川越ハローワークに対し
て定期的に要望を行うと共に、正式な要望文書を11月18日に提出し
ました。その後も機会あるごとに川越ハローワーク所長に対して要
望しています。正式決定は、国の予算成立後4月上旬になります。
②実績数値
　可能な要望業務処理率　100％
③完了日
　平成27年3月31日

目
標
6

「ふるさとハローワーク」
の設置

①取組内容
　市内求職者に対する雇用対策の一環として、「ハローワーク
川越」の出先機関である「ふるさとハローワーク」をふじみ野
市庁舎内に設置すべく、引き続き国へ要請します。
②数値目標
　可能な要望業務処理率　100％
③期限
　平成27年3月

高

5

①取組成果
　農産物直売所は月に2回実施するとともに、直売場所の拡大を目
指し、エコパ内に農産物直売所を開設し、毎日販売を行っていま
す。
　市民農園については、かねてより開設要望の高かった関越自動車
道周辺の市西部地域に平成27年4月の開園が決定しました。引き続
き新規農園の開設に向け、適地の選定や地権者との交渉を行ってい
ます。
②実績数値
・直売所の開設　月2回開設及び新規にエコパで毎日実施
・市民農園開園件数　1か所
③完了日
　平成27年3月31日

目
標
5

地域ブランドの発掘・開発

①取組内容
　地域産業の活性化とシティプロモーションに資するため、農
産物、商品、工業製品等の地域ブランドの発掘・開発を推進し
ます。このため、「（仮称）地域ブランド認証委員会」を設置
し、永く定着するための仕組みを作ります。
②数値目標
　制度創設に向けた準備業務進捗率　100％
③期限
　平成26年12月

高 Ａ 5

目
標
4

農産物直売所の開設及び市
民農園の整備

①取組内容
　地産地消の推進を図るため、直売組合等と連携した農産物直
売所を引き続き開設し、出店者数や品目・数量などの拡大、開
催回数の増を目指します。また、市民がレクリェーションとし
て農業に触れ親しむことができるよう、市民農園を増設しま
す。
②数値目標
・直売所の開設を月1回×2か所→月2回×2か所
・市民農園新規開園　2か所（平成25年度までに5ヶ所設置済
み）
③期限
　平成27年3月

高 Ａ

3
4



公共
施設
適正
配置

民間
活力
の導
入

成果及び今後の取組予定（評定時に記入） 達成度
総合
自己
評価

戦略プランの
位置付け

事業項目
（大目標）

　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　①取組内容
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　②数値目標
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　③期限

難易度

【最終評価】

【最終評価】

【最終評価】

※難易度は、目標設定時に設定。設定基準は「高・普通」の2段階。

※達成度は、年度末に自己評価したもの。評価基準は【Ａ：目標を達成できた】、【Ｂ：目標を達成できなかった】、【Ｃ：目標に取り組まなかった（取り組めなかった）】の３段階。

※総合自己評価は、年度末に自己評価したもの。評価基準は「難易度」「達成度」及びその成果による５段階
   ○難易度「高」・・・【５：達成度「Ａ」で、成果も上がった】、【４：達成度「Ｂ」だが、成果は上がった】、【３：達成度「Ｂ」で、成果も上がらなかった】、【１：達成度「Ｃ」】
   ○難易度「普通」・・・【４：達成度「Ａ」で、成果も上がった】、【３：達成度「Ｂ」だが、成果は上がった】、【２：達成度「Ｂ」で、成果も上がらなかった】、【１：達成度「Ｃ」】

Ｂ 4

①取組成果
　余熱利用施設「エコパ」は予定どおり開設し、順調に運営がなさ
れていますが、予定外の建設用地内の廃棄物処理工事を余儀なくさ
れたため、センターの完成は、平成28年10月に変更しました。
②実績数値
　全体事業費の60％達成
③完了日
　平成27年3月31日

Ｂ 4

①取組成果
　60回記念行事として、お笑いライブ、ミニＳＬ、イルミネーショ
ン竹飾り、警察音楽隊パレード、動くふじみんの展示などを実施
し、成功を収めました。まつり開催時に市職員を30名程度派遣し協
力体制を構築しました。
②実績数値
　前年来場者数167，000人に対し本年来場者数153，000人
③完了日
　平成26年8月10日

目
標
9

広域ごみ処理施設建設

①取組内容
　ふじみ野市・三芳町環境センターの整備を平成27年度末の完
成に向けて、事業の進行管理を着実に実施します。また、余熱
利用施設「エコパ」を本年6月17日に開設します。
②数値目標
　全体事業費の65％達成
③期限
　平成27年3月

高

5

①取組成果
　今年度は、今後の企業誘致推進に向けた準備期間と位置づけ、情
報収集や埼玉県との調整を行い、今後の方向性を確認しました。ま
た、大野原地区、国道254号バイパス沿い地区の権利調査を行うと
共に、地元地権者の意向を把握し、今後の企業誘致手法を検討しま
した。
②実績数値
　誘致に向けた準備事務進捗率　70％
③完了日
　平成27年3月31日

目
標
8

七夕まつり（60周年）の支
援

①取組内容
　本年度の七夕まつりは60回目の節目を迎えるため、周年記念
にふさわしい祭りとなるよう、実行委員会に対し十分な支援を
行います。
②数値目標
　来場者数前年比　120％
③期限
　平成26年8月10日

高

目
標
7

企業誘致の促進

①取組内容
　地域経済の活性化と自主財源の確保、地元雇用の拡大を図る
ため、企業誘致を積極的に展開します。本年度は大野原地区の
指定区域の現況と課題の整理、その他の適地の検討、誘致手法
の研究等を行います。
②数値目標
　誘致に向けた準備事務進捗率　70％
③期限
　平成27年3月

高 Ａ

3
5



第７章　組織マニフェスト（環境経済部（広域ごみ処理施設担当））

（１）環境経済部（広域ごみ処理施設担当）　の目標

（２）

①　課・室

・

②　 職員数

（正規職員数）

・ 4 人　／ 626人　（ 0.6 ％)

（再任用職員数）

・ 0 人　／ 24人　 （ 0.0 ％)

③ 予算規模

・ 平成２６年度当初予算額 千円 (公債費及び職員人件費除く)

一般会計 千円

3,957,443

3,957,443

○

○

○

平成２８年度の稼動に向け、三芳町と共同で「ふじみ
野市・三芳町環境センター」の整備事業を着実に進
め、計画通り建設します。

余熱利用施設「エコパ」を本年６月に新環境センター
より先行してオープンし、市民の利用に供します。

周辺地域への継続した配慮と、地域整備事業を遅滞な
く実施します。

環境経済部（広域ごみ処理施設担当）　経営資源

広域ごみ処理施設建設室

環境経済部参事 二上 雄治
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目 標 設 定 ： 平成26年 4月17日
最 終 評 価 ： 平成27年 2月 6日
組 織 名 称 環境経済部

職 名 ・ 氏 名 参事・二上　雄治

公共
施設
適正
配置

民間
活力
の導
入

【最終評価】

【最終評価】

【最終評価】

4

①取組成果
　高度な技術による精密なプラント設備等を本業務の専門機関によ
り、協議調整を行いチェックを行いました。
②実績数値
　本業務費の65％達成しました。
③完了日
　平成27年3月31日

①取組成果
　建設工事等の施工監理等業務を確実に行い、進捗管理を的確に実
施しました。また、新規オープンした「エコパ」の業務運営モニタ
リングを実施し、適正な運営を確認しました。
②実績数値
　本業務費の63％を達成しました。
③完了日
　平成27年3月31日

目
標
3

整備工事管理・照査業務

①取組内容
　ごみ処理施設は高度な技術による、精密なプラント設備等で
構築されているため、より専門的かつ詳細な協議調整を行うた
め専門的機関による支援とチェックを行います。
②数値目標
　本業務費の65％達成
③期限
　平成27年3月

高 Ａ

4

①取組成果
　駒林地区地及び下福岡地区に対し、周辺地域整備事業を実施しま
した。
②実績数値
　本事業費の79％を実施しました。
③完了日
　平成27年3月31日

目
標
2

整備工事監理等業務

①取組内容
　建設工事等に対する施工監理及び「エコパ」の指定管理者
「ふじみ野エコウェルズ」の運営業務モニタリング等を実施
し、適正な履行を確保します。
②数値目標
　本業務費の63％達成
③期限
　平成27年3月

高 Ａ 4

成果及び今後の取組予定（評定時に記入） 達成度
総合
自己
評価

目
標
1

周辺地域整備

①取組内容
　周辺地域対策として、協定により駒林地区及び下福岡地区の
周辺地域整備事業を施設完成時まで計画的に実施します。
②数値目標
　本事業費の79％実施
③期限
　平成27年3月

普通 Ａ

平成２６年度
組織目標兼管理職個人目標管理シート

戦略プランの
位置付け

事業項目
（大目標）

　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　①取組内容
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　②数値目標
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　③期限

難易度

3
7



公共
施設
適正
配置

民間
活力
の導
入

成果及び今後の取組予定（評定時に記入） 達成度
総合
自己
評価

戦略プランの
位置付け

事業項目
（大目標）

　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　①取組内容
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　②数値目標
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　③期限

難易度

【最終評価】

※難易度は、目標設定時に設定。設定基準は「高・普通」の2段階。

※達成度は、年度末に自己評価したもの。評価基準は【Ａ：目標を達成できた】、【Ｂ：目標を達成できなかった】、【Ｃ：目標に取り組まなかった（取り組めなかった）】の３段階。

※総合自己評価は、年度末に自己評価したもの。評価基準は「難易度」「達成度」及びその成果による５段階
   ○難易度「高」・・・【５：達成度「Ａ」で、成果も上がった】、【４：達成度「Ｂ」だが、成果は上がった】、【３：達成度「Ｂ」で、成果も上がらなかった】、【１：達成度「Ｃ」】
   ○難易度「普通」・・・【４：達成度「Ａ」で、成果も上がった】、【３：達成度「Ｂ」だが、成果は上がった】、【２：達成度「Ｂ」で、成果も上がらなかった】、【１：達成度「Ｃ」】

目
標
4

ふじみ野市・三芳町環境セ
ンター整備・運営

①取組内容
　両市町の既存のごみ処理施設の老朽化に伴い、三芳町と共同
で平成28年度の稼動に向け、新環境センターの整備を進めま
す。また、本年6月には余熱利用施設「エコパ」を先行して完
成し、その後の指定管理者による管理運営も安全かつ安定的に
行います。
②数値目標
　全体総事業費の65％達成
③期限
　平成27年3月

高 4

①取組成果
　平成28年度稼動に向け工事進捗をしていますが、建設用地内の
「廃棄物処理工事」を追加工事として実施したことにより工期が
7ヶ月遅延し、平成28年10月の稼動にずれ込む状況ですが、今後も
整備・運営事業を安全かつ計画的に進めてまいります。
②実績数値
　全体総事業費の60％を達成しました。
③完了日
　平成27年3月31日

Ｂ

3
8



第７章　組織マニフェスト（福祉部）

（１）福祉部　の目標

○

○

○

○

○

○

（２） 経営資源

①　課・室

・

・

・

②　 職員数

（正規職員数）

・ 186 人　／ 626人　（ 29.7 ％)

（再任用職員数）

・ 6 人　／ 24人　 （ 25.0 ％)

③ 予算規模

・ 平成２６年度当初予算額 千円 (公債費及び職員人件費除く)

一般会計 千円

10,405,064

10,405,064

福祉課

障がい福祉課

子育て支援課

消費税率の引き上げに伴う影響を緩和するために、臨時福祉
給付金及び子育て世帯臨時特例給付金の給付を速やかにかつ
適正に行います。

市民総合相談窓口の設置に伴い、福祉総合相談体制を整備
し、高齢者、障がい者及び児童などの複合的な相談に対応す
るための組織体制を構築します。

障がい者の日中活動の場を確保するため、旧大井保健セン
ターを暫定的に活用し、社会復帰に必要な支援を行うことに
より、自立促進を図ります。

発育発達の遅れが心配される児童を早期に発見し、早期相
談、適切な支援を行うため、（仮称）児童発育発達支援セン
ター設置に向けて整備を進めます。

児童が安全で有意義な放課後を過ごせるよう、老朽化した放
課後児童クラブの建物を計画的に移転整備、建て替え工事等
を進めます。

保育所待機児童「ゼロ」を目指し、認可保育園３園の平成２
７年４月開園に向けて、建設費の補助などの支援を行いま
す。また、保育所の耐震化を効率的に進め、安全かつ快適な
保育環境の整備に努めます。

福祉部

福祉部長 中野 則之
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目 標 設 定 ： 平成26年 4月18日
最 終 評 価 ： 平成27年 2月 6日
組 織 名 称 福祉部

職 名 ・ 氏 名 部長・中野 則之

公共
施設
適正
配置

民間
活力
の導
入

【最終評価】

【最終評価】

【最終評価】

平成２６年度
組織目標兼管理職個人目標管理シート

戦略プランの
位置付け

事業項目
（大目標）

　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　①取組内容
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　②数値目標
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　③期限

難易度 成果及び今後の取組予定（評定時に記入） 達成度
総合
自己
評価

目
標
1

臨時福祉給付金及び子育て
世帯臨時特例給付金の支給

①取組内容
　支給対象者の把握及び市民への周知を徹底し、速やかに適正
な給付を行います。
・臨時福祉給付金については、平成26年6月市報に啓発用チラ
シ・返信用封筒を織り込み全戸配布するとともにホームページ
に掲載し、第1回目の給付金振り込みを6月中に行うよう努めま
す。
・子育て世帯臨時特例給付金については、6月市報への掲載及
び小・中学校等への周知を行うとともに、児童手当受給者に対
して申請書を郵送し、早期の支給に努めます。
③期限
　平成27年3月

普通 Ａ 4

①取組成果
　臨時福祉給付金については、1月末までに13,706人の申請に対し
て11,643人に給付しました（対象者14,178人）。また、子育て世帯
臨時特例給付金については、1月末時までに7,440人の申請に対して
7,315人に給付しています（対象者7,535人）。
(周知方法)
　4月市報、5月ホームページ、6月申請書チラシの全戸配布、ポス
ター掲示、懸垂幕・横断幕の設置、7月自治組織の回覧、8月転出者
への通知、ポスター掲示、9月税未申告者への通知、10月非課税世
帯への通知。
③完了日
　平成27年3月

目
標
2

市民総合相談窓口設置に伴
う体制等の整備

①取組内容
　市民総合相談窓口設置の方針に基づき、福祉総合相談体制の
整備等をめざし関係部署で協議を進め、方針を決定します。
③期限
　平成27年3月 高 Ａ 5

①取組成果
　福祉総合支援体制については、これまで市民生活部、健康医療部
及び福祉部関係課と協議を重ねてきました。その結果、社会福祉士
などの専門職等を配置した「福祉総合支援チーム」を福祉部内に設
置することにより、福祉に関する複合的な課題を抱える市民に対す
る支援体制を整えました。
③完了日
　平成27年3月

目
標
3

障がい者の日中活動の場確
保（精神障がい者の通所施
設支援）

①取組内容
　精神障がい者の方が社会復帰や地域で生活するために必要な
受け皿が極めて少ない現状の中で、現在市内には精神に特化し
た憩いの場所が1箇所あります。その場所については継続的な
活動も困難になっていることから、旧大井保健センターを暫定
的に活用し日中活動の場の確保を図ります。そして、支援を行
うことにより、作業訓練や生活訓練などを通じて作業能力や生
活意欲を高め、地域生活での自立促進を図ります。
③期限
　平成27年3月

高 Ａ 5

①取組成果
　精神障がい者通所施設の開設に向け、年度当初より夏を目処に開
設準備を進めていたが、用途変更等の事務が予定より困難な状況に
あったため、11月1日に県の指定を受け事業開始となります。ま
た、通所については20名の利用希望があり、11月1日利用開始の決
定を行いました。
③完了日
　平成26年11月開設

4
0



公共
施設
適正
配置

民間
活力
の導
入

戦略プランの
位置付け

事業項目
（大目標）

　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　①取組内容
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　②数値目標
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　③期限

難易度 成果及び今後の取組予定（評定時に記入） 達成度
総合
自己
評価

【最終評価】

【最終評価】

目
標
4

（仮称）児童発育発達支援
センターの整備

①取組内容
　発育発達の遅れが心配される児童を早期に発見し、早期相
談、早期支援を実施していくため、フクトピアの2階の中央デ
イサービスセンターであった施設を改修し、（仮称）児童発育
発達支援センターを整備します。
・児童発育発達相談事業
・児童発達支援事業（通所）
③期限
　平成26年度　 実施設計及び改修工事
　平成27年4月　開設

高 Ａ 5

①取組成果
　年度当初から事業内容、運営方法などの検討を行い開所に向け準
備を進めてきました。その結果、身近な地域で専門的な療育支援や
相談支援が受けられる児童福祉法に基づく認可施設、併せて相談事
業から通所事業などへと早期支援を行える市単独事業の施設の多機
能型施設として運営する方針が決まったことから、10月末にプロ
ポーザルを行い事業者選定を行いました。その後、事業者と開所に
向けて詳細を協議するとともに、指定に関する要件などを県と調整
し、4月1日に県指定を受け事業を開始します。
〇事業内容（児童発達支援・放課後等デイサービス・相談支援・保
育所等訪問支援等）
②実績数値
　「ふじみ野市児童発育・発達支援センター」１箇所開所
③完了日
　平成27年3月

目
標
5

○ 放課後児童クラブの整備

①取組内容
　放課後児童クラブの建物の老朽化及び利用児童の安全を確保
するため、移転整備、建替え工事等を進めます。
・上野台放課後児童クラブ(移転整備)
上野台小学校の敷地外から敷地内に上野台放課後児童クラブを
移転整備します。
・東原放課後児童クラブ(建替え等)
東原小学校放課後児童クラブの建替えを行うために、設計業務
を委託します。
また、入所児童急増に伴う緊急対策として、プレハブによる仮
設の遊戯室を設置します。
③期限
　平成27年3月

普通 Ａ 4

①取組成果
　上野台放課後児童クラブについては、上野台小学校敷地内におい
て新築工事を進めてきたが、2月上旬に竣工し2月16日から使用開始
しています。また、年度内に旧クラブ建物の取り壊しを行います。
　東原小学校放課後児童クラブについては、7月にプレハブによる
仮設の遊戯室の設置が完了しました。また、定員増に対応した新し
い施設の建築予定場所を決定し、設計業務を行いました。また、福
岡・第2福岡放課後児童クラブについては、施設の老朽化、利用児
童の安全面に課題があることから、福岡小学校敷地内への移設に向
けて教育委員会、建築課等と協議を行い、その方針を決定しまし
た。そして、それに係る費用を平成27年度当初予算に計上しまし
た。
③完了日
　平成27年3月

4
1



公共
施設
適正
配置

民間
活力
の導
入

戦略プランの
位置付け

事業項目
（大目標）

　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　①取組内容
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　②数値目標
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　③期限

難易度 成果及び今後の取組予定（評定時に記入） 達成度
総合
自己
評価

【最終評価】

【最終評価】

Ａ

4

目
標
6

子育てサロンの増設

①取組内容
　地域の子育て中の保護者の悩みや不安を解消するために、放
課後児童クラブの午前中の空き時間を利用して、平成23年10月
から、鶴ヶ丘子育てサロン及び東台子育てサロンを実施してき
ました。
駒林地域は、地域子育て支援拠点が近くに無く、子育てサロン
の設置要望が非常に高いことから、駒西放課後児童クラブ内に
駒西子育てサロンを新たに設置します。
③期限
　平成26年9月　駒林子育てサロンの設置

普通 4

①取組成果
　駒林地域の子育てサロンの設置要望を受け、目標より1ヶ月遅れ
たが10月1日に駒西放課後児童クラブ内に駒西子育てサロンを設置
しました。
③完了日
　平成26年10月設置

目
標
7

○ ○ 保育所の待機児童対策

①取組内容
　平成26年4月入所において、定数の増加（前年度比20人増）
及び定数を超える入所（定数より39人増）を実施しましたが、
入所できなかった児童が138人、うち待機児童が7人となりまし
た。
　平成27年4月には民間保育園3園が開園し、定数が283名増員
となる見込みです。
・「子ども・子育て支援事業計画」策定において、長期的な保
育需要を把握し、民間保育園の誘致等、市としての適切な保育
供給量の確保を目指し、待機児童の解消を図っていきます。
・地域型保育事業等の認可基準及び保育の必要性の認定基準等
の条例化を行います。
③期限
　平成27年3月

高 Ｂ

①取組成果
　保育所の耐震対策のため、来年度開設の新設認可保育所3園の
内、2園が廃止保育所の代替園としたことから、平成27年度の定員
増加は103名となりました。今後の待機児童対策として、平成28年
度には新たな認可保育所4園の開園の目処が立っており、開園に向
けて県との事前協議や予算措置などの調整を進めています。また、
待機児童が多い低年齢児の保育枠確保のため、小規模保育の事業所
の移行・設立についても進めています。
　地域型保育事業等の認可基準及び保育の必要性の認定基準等の条
例については、平成26年第3回定例議会において提案し可決されま
した。
③完了日
　平成27年3月

4
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公共
施設
適正
配置

民間
活力
の導
入

戦略プランの
位置付け

事業項目
（大目標）

　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　①取組内容
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　②数値目標
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　③期限

難易度 成果及び今後の取組予定（評定時に記入） 達成度
総合
自己
評価

【最終評価】

【最終評価】

※難易度は、目標設定時に設定。設定基準は「高・普通」の2段階。

高

いじめ防止条例の制定

①取組内容
　いじめ防止条例については、全庁的な観点により策定作業を
進めていくことから、関係部署との連携を図り、子育て支援の
観点からも条例の制定を目指します。
③期限
　平成27年3月 高 Ｂ

目
標
8

○ 保育所の耐震化推進

①取組内容
　安全な保育環境を実現するため、昨年度実施した耐震診断結
果を踏まえ、計画的に耐震補強工事等を実施します。
・新田保育所、大井保育所の耐震補強設計業務を実施します。
　（平成27年度耐震補強工事）
・天井落下防止等緊急工事等へ対応します。
③期限
　平成27年3月

4

①取組成果
　いじめ防止条例等庁内策定プロジェクトチーム会議を5回開催し
ました。今後、教育委員会及び市民生活部等と連携を図りつつ、青
少年健全育成団体等との意見聴取を十分行いながら、条例等の素案
作成に向けて検討を進めます。条例等の制定については6月になる
見込みです。
③完了日
　平成27年3月

※達成度は、年度末に自己評価したもの。評価基準は【Ａ：目標を達成できた】、【Ｂ：目標を達成できなかった】、【Ｃ：目標に取り組まなかった（取り組めなかった）】の３段階。

※総合自己評価は、年度末に自己評価したもの。評価基準は「難易度」「達成度」及びその成果による５段階
   ○難易度「高」・・・【５：達成度「Ａ」で、成果も上がった】、【４：達成度「Ｂ」だが、成果は上がった】、【３：達成度「Ｂ」で、成果も上がらなかった】、【１：達成度「Ｃ」】
   ○難易度「普通」・・・【４：達成度「Ａ」で、成果も上がった】、【３：達成度「Ｂ」だが、成果は上がった】、【２：達成度「Ｂ」で、成果も上がらなかった】、【１：達成度「Ｃ」】

Ａ 5

①取組成果
　亀居・西・亀久保・鶴ヶ岡の各保育所については、保護者への説
明を行い、天井落下防止等の緊急工事を行いました(工期は10月末
完了)。
　新田・大井の両保育所における耐震補強については、平成27年度
工事に向けて設計業務を行っています(平成26年12月末終了）。
　最も耐震性が劣っていた亀居・西の両保育所は、近隣の新設認可
保育所を代替園とすることで、平成26年第3回定例議会において廃
止の議決をいただき、安全な保育環境の提供に努めています。ま
た、亀久保・鶴ヶ岡の両保育所についても耐震性が劣っていること
から、早期に認可保育所を近隣に誘致し子どもたちに移ってもらう
ことを保護者等に説明しました。それまでの間、避難が最も困難と
見込まれる0歳児の受入を停止するとともに、必要な防災用品の購
入など、安全な保育の提供に努めています。
③完了日
　平成27年3月

目
標
9

4
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第７章　組織マニフェスト（健康医療部）

（１）健康医療部　の目標

（２） 経営資源

①　課・室

・

・

・

・

②　 職員数

（正規職員数）

・ 67 人　／ 626人　（ 10.7 ％)

（再任用職員数）

・ 3 人　／ 24人　 （ 12.5 ％)

③ 予算規模

・ 平成２６年度当初予算額 千円 (公債費及び職員人件費除く)

一般会計 千円

特別会計 千円

高齢福祉課

保健センター

4,214,709

○

○

○

○

○

高齢者が住みなれた地域のなかで健康で自立した生活を安心
して送ることができるよう、関係機関、関係団体、地域との
連携を図り、自助・共助・公助を組み合わせた施策を推進
し、介護予防事業の充実に努めます。また、介護を必要とす
る高齢者の在宅生活を支援するため、質の高い介護保険サー
ビスの提供と適切な在宅福祉サービスの充実に努めます。

超高齢社会の実態を踏まえ、地域における中核的支援拠点で
ある地域包括支援センターの機能強化を図り、関係機関、関
係団体、地域との連携のもと介護・福祉・健康・医療などの
多分野に渡って支援を行う包括的な地域支援体制の構築に向
けた基盤整備を推進します。

「健やかに暮らせる健康・福祉のまちづくり」を市民と一体
となって実現するため、市民一人ひとりが健康を考え、自覚
し、実践できる環境づくりや意識啓発に取り組みます。ま
た、市民の健康づくりを効果的に推進するため、乳幼児から
高年期までの各世代の特性に応じた保健事業を行うとともに
医療機関との連携による地域医療・救急医療体制の充実に努
めます。

生活習慣病の予防や疾病の重症化を防止するため、市民対象
の健康診査や健康教室などの各種事業の充実を図るととも
に、健康診断データなどを活用した効果的な保健事業を推進
します。

市民が安心して医療サービスを受けられるよう国民皆保険制
度の中核的役割を果たす国民健康保険制度及び後期高齢者医
療制度の適正かつ安定した運営に努めます。

23,548,841

健康医療部

19,334,132

健康保険課

地域福祉課

健康医療部長 髙山 金次郎
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目 標 設 定 ： 平成26年 4月18日

最 終 評 価 ： 平成27年 2月 6日

組 織 名 称 健康医療部

職 名 ・ 氏 名 部長・髙山　金次郎

公共
施設
適正
配置

民間
活力
の導
入

【最終評価】

【最終評価】
①取組成果
　市主催の「全体地域ケア会議」を4回開催し、多職種共同による
地域ネットワークの構築に向けた基盤整備を図りました。また、地
域連携の核となる各地域包括支援センター主催の「地域ケア会議」
を月1回（延べ12回）開催し、地域課題の把握、解決策の検討等を
行いました。今後も両会議の充実や活用を図り、地域包括ケアシス
テムの構築を進めてまいります。

5

①取組成果
　関係団体等からの推薦者や公募市民で組織する「ふじみ野市元
気・健康づくり推進市民会議」及び庁内の関係課長で組織する「ふ
じみ野市元気・健康づくり推進庁内会議」において、宣言文案を検
討し、その結果を踏まえ11月に宣言文を決定しました。12月の定例
市議会において報告し、平成27年1月5日に告示を行いました。ま
た、1月15日に宣言制定の記念式典を行いました。今後は、宣言の
趣旨を踏まえた各種健康づくりの施策を推進してまいります。

目
標
2

地域包括ケアシステムの構
築

①取組内容
　団塊の世代が75歳以上となる超高齢社会のピークを見据え、
高齢者が住み慣れた地域で自立した生活がおくれるよう、医
療、介護、予防、住まい及び生活支援などの各種サービスが密
接に連携し、包括的に高齢者を支えあう地域包括ケアシステム
の実現を目指します。本年度の取り組みとしては、昨年度に立
ち上げた地域ケア会議の機能を活用し、保健・医療・福祉等の
専門機関や住民組織・民間企業等とともに自助・共助・公助を
組み合わせた基盤整備に努めます。
②数値目標
　地域ケア会議による関係機関等とのネットワークづくり
　　・各地域包括支援センター主催：毎月1回
　　・市主催：年4回
③期限
　平成27年3月

高 Ａ 5

成果及び今後の取組予定（評定時に記入） 達成度
総合
自己
評価

目
標
1

元気・健康都市宣言の制定

①取組内容
　ふじみ野市健康づくり計画が策定後3年目を迎え、計画に基
づき各種施策を展開しておりますが、さらに計画を推進し事業
活動等の充実を図るために、健康づくりに係る宣言を市民との
協働で制定し広く周知することにより、市全体で心と身体の健
康づくりの機運を高める契機とします。
②数値目標
　元気・健康都市宣言の制定
③期限
　平成26年11月

高 Ａ

戦略プランの
位置付け

事業項目
（大目標）

　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　①取組内容
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　②数値目標
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　③期限

難易度

4
5



公共
施設
適正
配置

民間
活力
の導
入

成果及び今後の取組予定（評定時に記入） 達成度
総合
自己
評価

戦略プランの
位置付け

事業項目
（大目標）

　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　①取組内容
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　②数値目標
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　③期限

難易度

【最終評価】

【最終評価】

【最終評価】
①取組成果
　地域包括支援センターの機能強化のため、各センターを職員４人
（保健師・社会福祉士・主任ケアマネのいずれか1人を増員）と事
務パート1人の計5人体制としました。この職員体制の整備により、
特にセンターの中心的業務である権利擁護等を含めた相談体制の強
化が図られました。

4

①取組成果
　二次予防対象者の通いの場の拡大を図るため、地域包括支援セン
ター圏域ごとの「介護予防教室」をそれぞれ月1回開催しました。
この教室開催により、元気高齢者が介護支援ボランティアとして活
躍できる場の確保も図られました。今年度の介護予防教室延べ実施
日数は38日、参加実人数は107人（延べ585人）となっています。な
お、今年度開始した介護支援ボランティア制度については受入機関
29事業所、登録ボランティア144人となっています。
　地域住民などとの連携による介護予防事業の実施については、地
域住民やボランティアとの協力体制に不十分な面があり、今後も地
域住民などと連携した介護予防事業の実施体制づくりに取り組んで
まいります。

目
標
5

地域包括支援センターの機
能及び連携の強化

①取組内容
　地域での高齢者支援に係る業務量の増大及び在宅医療・介護
の連携、生活コーディネーター、認知症初期集中支援チーム、
認知症地域支援推進員等にかかる委託事業の高度化等が顕著に
なっているため、地域の支援拠点となる地域包括支援センター
の機能強化とともに各センターと市との連携強化を図ります。
②数値目標
　地域包括支援センターの機能強化
③期限
　平成27年3月

高 Ａ 5

Ａ 5

①取組成果
　庁内関係課長で組織する検討委員会を組織し、計画案の骨子、方
向性及び具体的施策等について検討を行いました。また、同時に介
護保険等運営審議会に対し計画策定に関する諮問を行い、計8回の
検討を経て答申をいただきました。この答申を基に作成した計画案
によりパブリックコメントを実施し、平成27年3月に計画を策定し
ます。また、本計画に基づき、介護保険料の改定を行ないました。

目
標
4

介護予防事業の推進

①取組内容
　高齢者が元気で生きがいのある生活を送れるよう介護予防事
業（一次予防・二次予防）の充実を図るとともに、地域住民の
自主的な介護予防活動を支援し、推進に努めます。また、高齢
者の介護支援ボランティア活動を推進することにより高齢者自
身の介護予防の推進、生きがいの創出、活動の場の提供ととも
に、地域における介護支援体制の充実を図ります。
②数値目標
　介護予防事業の実施
　  ・地域包括支援センター圏域ごとの介護予防教室の開催
  　・地域住民などとの連携による介護予防事業の実施
    ・介護ボランティア制度の創設・運用
③期限
　平成27年3月

高 Ｂ

目
標
3

第６期高齢者保健福祉計
画・介護保険事業計画の策
定

①取組内容
　高齢者保健福祉施策全般の総合的計画である高齢者保健福祉
計画と介護予防施策の展開や介護保険事業の見込みなどを示す
介護保険事業計画を一体化して策定します。計画策定にあたっ
ては、アンケート調査やパブリックコメントなどを通じて実態
とニーズの把握に努めるとともに、介護保険事業費の見込みに
基づき適正な保険料の算定を図ります。
②数値目標
　第6期（平成27年～29年度）高齢者保健福祉計画・介護保険
事業計画の策定
③期限
　平成27年3月

高

4
6



公共
施設
適正
配置

民間
活力
の導
入

成果及び今後の取組予定（評定時に記入） 達成度
総合
自己
評価

戦略プランの
位置付け

事業項目
（大目標）

　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　①取組内容
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　②数値目標
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　③期限

難易度

【最終評価】

【最終評価】

5

①取組成果
　新型インフルエンザ等の感染拡大による緊急事態において、市民
の生命、健康の保護及び市民生活への影響を最少限に抑えるための
具体的な行動計画である「ふじみ野市新型インフルエンザ等対策行
動計画」を医師会等関係機関との協議を経て8月に策定しました。

Ａ 5

①取組成果
　本計画が、保健、医療、福祉、教育等の多分野に関連することか
ら、庁内の関係課長で構成する検討委員会を設置し、歯科医師とと
もに歯科検診結果やアンケート調査等による現状分析、必要な施策
等の検討を行い、計画素案を作成しました。パブリックコメントを
経て平成27年3月に計画を策定します。今後、本計画に基づき歯科
口腔保健の推進に関する各種施策を推進してまいります。

目
標
7

新型インフルエンザ等対策
行動計画の策定

①取組内容
　ふじみ野市新型インフルエンザ対策本部条例を踏まえ、新型
インフルエンザ等の発生時における市民の生命及び健康の保護
をはじめ、市民生活への影響を最少限に抑えるため、本市にお
ける緊急事態発生時の具体的対策を示す行動計画を医師会等関
係機関との協議を経て策定します。　　　　　　　　②数値目
標
　ふじみ野市新型インフルエンザ等対策行動計画の策定
③期限
　平成26年8月

高 Ａ

目
標
6

歯科口腔保健事業の推進

①取組内容
　平成26年4月1日にふじみ野市歯科口腔保健の推進に関する条
例が施行されたことに鑑み、歯及び口腔の健康づくりは、保
健、医療、福祉、教育等の多分野に関連することから、総合的
かつ計画的な施策の推進を図るため歯科口腔保健の推進に関す
る基本計画を策定します。
②数値目標
　ふじみ野市歯科口腔保健計画の策定
③期限
　平成27年3月

高

4
7



公共
施設
適正
配置

民間
活力
の導
入

成果及び今後の取組予定（評定時に記入） 達成度
総合
自己
評価

戦略プランの
位置付け

事業項目
（大目標）

　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　①取組内容
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　②数値目標
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　③期限

難易度

【最終評価】

【最終評価】

Ｂ 4

①取組成果
　児童発育発達支援センター事業の実施主体が民間事業者となった
ことから、障がい福祉課と連携し、事業者との間で相談体制や事業
連携についての協議等を行なってまいりました。今後も円滑な事業
運営を図るため、連携の体制づくりに努めてまいります。
　
　

①取組成果
　今年度の目標値を達成するため、対象者への周知、他事業との連
携などに努めた結果、特定健康診査受診率において現在、県内第1
位となっておりますが、目標とした受診率、実施率には達しており
ません。今後も事業の周知をはじめ、受診率等の向上に努めてまい
ります。
②実績数値
　対象者19,562人　受診者　8,554人　受診率43.7％
　特定健康診査受診率(H27.1.28現在）
　　　市部平均受診率　　31.2％
　　　本市　　　　　　　43.7％
    　県内市部　　　　　第1位
　特定保健指導率(H27.1.28現在）
　　　市部平均受診率　　未公表
　　　本市　　　　　　　30.1％
    　県内市部　　　　　未公表
③完了日
※平成26年度実施分の確定は、平成27年9月30日（法定報告完了
日）になります。

目
標
9

（仮称）児童発育発達支援
センター整備に向けての連
携体制の構築

①取組内容
　（仮称）児童発育発達支援センターの整備にあたっては、専
門機関として発育発達のフォロー児を早期に発見し、早期療育
を可能とするための相談や訪問指導などの機能強化が求められ
ていることから、関係各課と密接に連携した組織運営体制の構
築を図ります。
②数値目標
　関係各部との役割分担、連携体制の構築
③期限
　平成26年10月

高

目
標
8

特定健康診査受診率及び特
定保健指導実施率の向上

①取組内容
　特定健康診査受診率及び特定保健指導実施率については、制
度の周知や他の検診事業などとの連携を推進し、ふじみ野市国
民健康保険特定健康診査等実施計画第2期計画（平成25～29年
度）における目標値を基に受診率等の向上を図ります。
②数値目標
　目標受診率及び実施率
　　・特定健康診査受診率　46％以上（平成26年3月速報値
45.00％）
    ・特定保健指導実施率　40％以上（平成26年3月速報値
36.40％）
③期限
　平成27年3月

高 Ｂ 4

4
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公共
施設
適正
配置

民間
活力
の導
入

成果及び今後の取組予定（評定時に記入） 達成度
総合
自己
評価

戦略プランの
位置付け

事業項目
（大目標）

　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　①取組内容
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　②数値目標
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　③期限

難易度

【最終評価】

【最終評価】

※難易度は、目標設定時に設定。設定基準は「高・普通」の2段階。

※総合自己評価は、年度末に自己評価したもの。評価基準は「難易度」「達成度」及びその成果による５段階
   ○難易度「高」・・・【５：達成度「Ａ」で、成果も上がった】、【４：達成度「Ｂ」だが、成果は上がった】、【３：達成度「Ｂ」で、成果も上がらなかった】、【１：達成度「Ｃ」】
   ○難易度「普通」・・・【４：達成度「Ａ」で、成果も上がった】、【３：達成度「Ｂ」だが、成果は上がった】、【２：達成度「Ｂ」で、成果も上がらなかった】、【１：達成度「Ｃ」】

目
標
1
0

国民健康保険財政の適正な
運営

①取組内容
　平成26年度ふじみ野市国民健康保険事業運営方針及びふじみ
野市国民健康保険財政健全化計画に基づき、国保財政の適正な
運営を図るとともに、高い水準で推移している一般会計からの
法定外繰入金の改善のために税率の見直しを検討します。ま
た、本市の現行の賦課方式（所得割･資産割･均等割･平等割の4
方式）についても検討し、適正な財政運営に努めます。
②数値目標
　1人当たりの法定外繰入金の額をH26予算べース（33,413円）
からH27予算編成時28,000円以下を目指します。
　　　　　繰入額 　H22  28,386円/人(決算)
　　　　　　　　　 H23　29,382円/人(決算)
　　　　　　　　　 H24　21,520円/人(決算)
　　　　　　　　　 H25　22,438円/人(予算)
　　　　　　　　　 H26　33,413円/人(予算)
　　　　　　　　　県内市平均（16,220円)
③期限
　平成26年10月

高 Ａ 5

①取組成果
　国民健康保険税について、賦課方式を2方式（所得割･均等割)
に、合わせて税率を見直し、また、介護分及び後期高齢者支援金分
の課税限度額をそれぞれ2万円ずつ増加する改定について、国民健
康保険運営協議会に諮問し、答申を得ました。
　この答申を受け、市の方針決定後、12月議会定例会において条例
改正案が可決、成立しました。
　この税率改正及び限度額の改正などにより、平成27年度予算では
1人当たりの法定外繰入金は約29,800円程度となります。目標に設
定していた平成27年度予算編成時28,000円以下（5,413円/人の縮
減）には及びませんが、基金の取崩しも加味した実質的な補てんは
平成26年度当初予算の43,416円からは13,600円の縮減となります。
これにより平成27年度は基金の取崩しをせずに予算編成が可能とな
ります。

4

①取組成果
　国保総合システムを活用したレセプト（診療報酬明細書)点検に
ついては、専門業者により毎月実施しました。本年度は、従来の縦
覧点検に加え、資格点検も委託し、点検内容の充実に努めました。
　医療費通知については、予定どおり奇数月に発送を行いました。
　後発医薬品（ジェネリック医薬品）と先発医薬品と比較した場合
の自己負担額の軽減額（利用差額）については、年間2回全被保険
者に通知しました。

※達成度は、年度末に自己評価したもの。評価基準は【Ａ：目標を達成できた】、【Ｂ：目標を達成できなかった】、【Ｃ：目標に取り組まなかった（取り組めなかった）】の３段階。

療養給付費の適正化及び受
診情報等の提供促進

①取組内容
　国民健康保険による療養給付費については、国保総合システ
ムを活用したレセプト点検を実施し適正化に努めます。被保険
者の健康に対する意識の高揚を図るため、被保険者に対して受
診状況を示した医療費通知を発送するとともに、後発医薬品
（ジェネリック医薬品）の利用促進を図るため先発医薬品と比
較した場合の自己負担額の軽減額をお知らせするなど、受診情
報の提供を促進します。
②数値目標
　療養給付費適正化及び情報提供・啓発事業
 　・レセプト点検　月2回
 　・医療費通知　　年6回
   ・ジェネリック医薬品利用差額通知　年2回
③期限
　平成27年3月

普通 Ａ

目
標
1
1

4
9



第７章　組織マニフェスト（都市政策部）

（１）都市政策部　の目標

（２） 経営資源

①　課・室

・

・

・

・

②　 職員数

（正規職員数）

・ 69 人　／ 626人　（ 11.0 ％)

（再任用職員数）

・ 3 人　／ 24人　 （ 12.5 ％)

③ 予算規模

・ 平成２６年度当初予算額 千円 (公債費及び職員人件費除く)

一般会計 千円

特別会計 千円

水道事業会計 千円

5,117,354

2,045,686

825,129

2,246,539

道路課

上下水道課

建築課

都市政策部

都市計画課

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

全中学校を対象にスケアードストレイト教育技法を用いた交通
安全教室を実施します。また、鶴ヶ舞・上福岡区域に「ゾーン
30」の区域を設定します。

ゲリラ豪雨等による浸水被害を抑制するため、２箇所の雨水調
整池と雨水浸透施設を設置します。また、市でも埼玉県の各戸
貯留浸透事業のPRに努めます。

昨年度に実施した基本計画を基に関係者の意向を把握し、歩行
者と自動車通行帯の分離を考えながら、上福岡駅東口の整備方
法を検討します。

道路台帳を統合するため、東日本大震災で動いてしまった公共
基準点を精度の高い世界測地系に変えた上で、新たな基準点を
設置します。

災害時における水の安定供給を図るため、大井浄水場第２配水
池の耐震補強工事を実施します。

公園施設の老朽化等に対応し、地域のニーズにあった公園整備
を進めるための公園施設再整備計画を作成します。

大井弁天の森土地所有者の意向を踏まえながら、特別緑地保全
地区の指定に向けた合意形成を進めます。

安全・安心な水道水を安定的に供給するため、計画的に石綿セ
メント管を耐震性に優れた管種に更新していきます。

公共下水道事業の平成28年度公営企業化に向けて、企業会計へ
の移行支援業務を引き続き行います。

既存住宅耐震診断・改修補助金交付制度のさらなる利用の促進
を図ります。

市民生活部長 塩野 泰弘都市政策部長 本橋 孝和

50



目 標 設 定 ： 平成26年 4月18日
最 終 評 価 ： 平成27年 2月  6日
組 織 名 称 都市政策部

職 名 ・ 氏 名 部長・本橋　孝和

公共
施設
適正
配置

民間
活力
の導
入

【最終評価】

【最終評価】

平成２６年度
組織目標兼管理職個人目標管理シート

戦略プランの
位置付け

事業項目
（大目標）

　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　①取組内容
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　②数値目標
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　③期限

難易度

目
標
2

成果及び今後の取組予定（評定時に記入） 達成度
総合
自己
評価

目
標
1

交通安全対策事業
（事故のないまち）

①取組内容
　全中学校を対象にスケアードストレイト教育を実施します。
また、埼玉県警察と連携して、住宅地が密集している鶴ヶ舞・
上福岡区域に「ゾーン30」の区域を設定して、歩行者や自転車
の交通安全を推進します。
②数値目標
　事故死を昨年以下にします。（平成25年度 1人）
③期限
　平成27年3月

高 Ａ

高 Ｂ 4
ゲリラ豪雨対策（雨水対
策）
（雨水調整池の整備）

5

①取組成果
　市内全中学校を対象にスケアードストレイト教育を実施し、鶴ヶ
舞・上福岡区域に「ゾーン30」の区域を設定して、交通安全の推進
を図りました。来年においても「ゾーン30」区域を設定します。
（市内での交通事故死は1件でした。）

①取組成果
・大井西中学校周辺については、地権者交渉の結果、畑及び宅地部
分は平成27年9月以降に用地買収することで合意に至りました。緑
地保全地区に指定されている山林については、平成27年度の早期に
用地を取得し、樹木の伐採、伐根を先行して進めることで地権者と
合意に至りました。これにより、雨水調整池の整備が平成27年度中
に完成する目途がたちました。
・大規模商業施設周辺（西鶴ヶ岡1丁目）については、設計図書の
作成が遅れたが、工事は3月完成を目指しています。
・元福岡地区の雨水対策については、川越市との協議により、対策
案が決定しました。そのため、平成26年補正予算で事業費を措置
し、2月初旬に実施設計書が出来上がりました。
②実績数値③完了日
・大規模商業施設周辺の雨水浸透施設300㎥については、3月までに
完成見込みです。
・元福岡地区の雨水対策工事は、平成27年7月末の完成を目途にし
ています。

①取組内容
　ゲリラ豪雨等による浸水被害を抑制するため、平成26年度は
西中学校周辺及び大規模商業施設周辺（西鶴ヶ岡１丁目）の2
箇所に雨水調整池等を設置します。
②数値目標
　調整池等の規模：約3,000㎥及び300㎥
③期限
　平成27年3月

5
1



公共
施設
適正
配置

民間
活力
の導
入

戦略プランの
位置付け

事業項目
（大目標）

　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　①取組内容
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　②数値目標
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　③期限

難易度 成果及び今後の取組予定（評定時に記入） 達成度
総合
自己
評価

【最終評価】

【最終評価】

【最終評価】

目
標
3

ゲリラ豪雨対策（雨水対
策）
（雨水各戸貯留の促進）

高

①取組内容
　埼玉県事業の各戸貯留浸透事業を促進します。
②数値目標
　100件の住宅地に雨水浸透枡の設置を目指します。また、次
年度に向けて、地区説明会を開催し合意形成を図ります。
③期限
　平成27年3月

Ｂ 3

5

Ｂ 3
目
標
4

上福岡駅東口整備

①取組内容
　昨年度に実施した基本計画を基に、土地、建物所有者を含む
関係者の意向を把握して、歩行者と自動車通行帯の分離を考え
ながら用地買収事業、市街地再開発事業等の整備方法を検討し
ます。
②数値目標
　関係者に検討をお願いするために必要な調査を実施します。
③期限
　平成27年3月

高

目
標
5

道路台帳統合事業
（道路台帳の整備）

①取組内容
　東側地区と西側地区で別々に管理している道路台帳を4箇年
で統合します。まず初めに東日本大震災で動いてしまった公共
基準点の測量を実施し、これまでの日本測地系から高い精度の
世界測地系に変えて管理していきます。
②数値目標
　2級～4級基準点1,593箇所を新設及び改測し、総事業費ベー
スの進捗率を18％にします。
③期限
　平成27年3月

高 Ａ

①取組成果
　2級から4級の基準点測量の新設及び改測について、今回の実施区
域内の配点を工夫して1,338箇所に減らして実施しました。来年度
も引き続き4級基準点の新設及び改測を実施します。

①取組成果
　土地、建物所有者の意向を基に、一部を除く建物調査及び不動産
鑑定を実施しました。

①取組成果
・埼玉県事業の各戸貯留浸透事業は、平成27年度予算の確保が未確
定であり、予算が確保された以降に地区説明会を開催するよう埼玉
県から要請されたため、説明会を開催することができない状態にあ
りました。しかし、県は平成27年度の予算確保の目処が立ったた
め、平成27年度に説明会を実施する予定です。
②実績数値③完了日
　平成25年度説明会分については、今年度中に300機設置できる見
込みです。

5
2



公共
施設
適正
配置

民間
活力
の導
入

戦略プランの
位置付け

事業項目
（大目標）

　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　①取組内容
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　②数値目標
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　③期限

難易度 成果及び今後の取組予定（評定時に記入） 達成度
総合
自己
評価

【最終評価】

【最終評価】

目
標
7

公園整備事業 普通 Ａ

①取組内容
　公園施設の老朽化等に計画的に対応するため、公園施設再整
備計画を作成します。また、地域のニーズにあった公園整備を
進めます。
　公園の維持管理にあたっては、愛護会との協働を進めるとと
もに、委託による清掃、除草等を実施します。また、職員によ
る巡回や点検を行い、安全確保などの緊急対応を実施します。
②数値目標
　公園整備については、11箇所の公園で実施します。
　巡回や点検については、すべての公園･緑地･緑道について、
4月、7月、12月の3回実施します。
③期限
　公園施設再整備計画について、平成26年8月までに作成しま
す。公園の遊具整備については、平成26年度内に行います。巡
回や点検については、平成26年12月までに3回行います。

目
標
6

高 Ｂ

4

3

①取組成果
　公園施設再整備検討委員会を4月、5月、6月、2月に実施し、委員
会としての公園施設再整備案を作成しました。主な内容は、公園整
備について、市内の公園分布を踏まえて、都市公園を中心に毎年度
計画的な改修を進めていくものです。今後は、公園施設再整備を進
めるためにこの計画案の活用や必要な見直しを進めてまいります。
　老朽化により遊具を撤去した公園等の整備については、今年度予
定した11箇所の公園（赤まつ、赤土原、もくせい、水天宮、三社、
東久保、あじさい、内田、市沢、福岡中央、わんぱく子ども広場）
について、全て完了しました。
　公園の適正な維持管理については、愛護会との連絡を密に取りな
がら清掃、除草を進め、委託業者、シルバー人材センター、作業所
への委託事業により、清掃、除草等を実施しました。職員による修
繕や除草等を機動的に進めました。
　安全点検は、予定通り、4月、7月、12月についても実施し、点検
結果に基づき、緊急修繕等により、安全を確保するとともに、次年
度以降の計画的な改修などに結びつけました。

①取組成果
　耐震補強工事を行うための場内整備工事を実施しました。また、
本工事については、関連施設の経年劣化による漏水等が発見できた
ところから、補強工事の見直しを含め修繕に向けた計画及び全体工
事の施工期間の延長等について、再検討をしました。
②実績数値
　工事概要としては、関連施設等の内部確認を行った結果、経年劣
化による漏水等が発見され本体工事を中断しているため、本工事の
進捗率については、当初目標数値54％に対し、場内整備工事（撤
去・移設）に止まり、進捗率5％程度となりました。
③完了日
　平成26年度に予定した工事については、平成27年度末の完成を予
定しています。

大井浄水場第2配水池耐震補
強事業

①取組内容
　大井浄水場第2配水池耐震補強工事を国庫補助事業として、
災害時における市民への安定供給を図るため耐震補強工事を実
施します。
②数値目標
　工事概要としては、(配水池耐震補強工事、低区流量計等の
設置工事、連絡管工事、場内整備工事、計装設備工事）を予定
しています。数値目標としては、全体の約54％を予定していま
す。
③期限
　平成27年3月

5
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公共
施設
適正
配置

民間
活力
の導
入

戦略プランの
位置付け

事業項目
（大目標）

　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　①取組内容
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　②数値目標
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　③期限

難易度 成果及び今後の取組予定（評定時に記入） 達成度
総合
自己
評価

【最終評価】

【最終評価】

【最終評価】

【最終評価】

目
標
8

緑地管理事業

①取組内容
　大井弁天の森の用地取得を計画的かつ効率的に進めるため、
特別緑地保全地区の指定に向けて、説明会を実施し、地権者の
意向を踏まえながら合意形成を進めます。特別緑地保全地区に
ついて、合意形成が図れる場合には、都市計画決定に向けた業
務を行います。
②数値目標
　全地権者の意向を確認しながら合意形成を進めます。
③期限
　意向把握を平成26年12月までに行います。

高 Ｂ 4

Ｂ 3

Ｂ 3

①取組成果
　今年度に3回市報へ掲載した結果、耐震診断3件、耐震改修2件の
補助金の交付を行いました。今後も本補助金の利用の促進に努めま
す。

目
標
9

石綿セメント管更新事業

①取組内容
　耐震性に優れた管種に更新し、安全・安心な水道水を安定的
に供給するため、計画的に整備を図っていきます。平成25年度
末現在、石綿セメント管の更新率は84.6％となっています。
②数値目標
　約1.1㎞の更新工事（耐震管）を予定しています。
③期限
　平成27年3月

①取組内容
　既存住宅耐震診断・改修補助金交付制度のさらなる利用の促
進を図ります。
②数値目標
　耐震診断3件、耐震改修3件の補助を行います。
③期限
　平成27年度3月

普通

高

①取組内容
　公共下水道事業の平成28年度公営企業化に向けて、平成26年
度は資産調査及び評価、固定資産台帳の作成、企業会計への移
行支援業務を引き続き行います。
②数値目標
　移行業務進捗率60％（平成25年度～平成26年度累計）
③期限
　平成27年3月

①取組成果
　石綿セメント管等、耐震性に優れた管種に更新し、安全・安心な
水道水を安定的に供給するため、工事を施工しました。
②実績数値
　約1.1㎞の更新工事（耐震管）の内90％約１㎞について、完了し
ました。なお、残り約100mについては、県事業である県道歩道整備
事業の移転交渉が整っていないことから、移転が完了した後に実施
する予定です。
③完了日
　平成27年3月

①取組成果
　6月に特別緑地保全地区について、全体説明会を行い、18名の地
権者のうち、8名の地権者の出席がありました。残り、10名につい
て、2名に直接会って説明会の状況を説明し、8名については、手紙
と資料を投函し、周知を図りました。意向把握については、現時点
で行っていません。今後、意向把握及び都市計画決定に向けた説明
会を開催し、同意の見通しをつけた上で、指定手続きを進める方向
です。
　都市計画決定を受けて、平成27年度から買取が開始できるよう、
社会資本総合整備計画を国に提出し、交付金事業の申請を行いまし
た。

①取組成果
　平成28年度公営企業化に向けて、資産調査及び評価、固定資産台
帳の作成、企業会計への移行支援業務を引き続き進めている。
②実績数値
　目標に対する進捗率100％
③完了日
　平成27年3月末

下水道事業の公営企業法適
用化

普通

※達成度は、年度末に自己評価したもの。評価基準は【Ａ：目標を達成できた】、【Ｂ：目標を達成できなかった】、【Ｃ：目標に取り組まなかった（取り組めなかった）】の３段階。

※総合自己評価は、年度末に自己評価したもの。評価基準は「難易度」「達成度」及びその成果による５段階
   ○難易度「高」・・・【５：達成度「Ａ」で、成果も上がった】、【４：達成度「Ｂ」だが、成果は上がった】、【３：達成度「Ｂ」で、成果も上がらなかった】、【１：達成度「Ｃ」】
   ○難易度「普通」・・・【４：達成度「Ａ」で、成果も上がった】、【３：達成度「Ｂ」だが、成果は上がった】、【２：達成度「Ｂ」で、成果も上がらなかった】、【１：達成度「Ｃ」】

Ａ 5

目
標
1
1

既存住宅耐震化促進事業

目
標
1
0

5
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第７章　組織マニフェスト（教育部）

（１）教育部　の目標

（２）

①　課・室

・

・

・

・

②　 職員数

（正規職員数）

・ 107 人　／ 626人　（ 17.1 ％)

（再任用職員数）

・ 6 人　／ 24人　 （ 25.0 ％)

③ 予算規模

・ 平成２６年度当初予算額 千円 (公債費及び職員人件費除く)

一般会計 千円

学校給食課

○

○

○

○

○

○

○

○

小・中学校の良好な教育環境の向上のために、大規模
改修工事、トイレ改修、エアコン設置を進めていきま
す。

災害時の生活用水を確保するために、避難所に指定さ
れている学校に防災井戸を整備していきます。

家庭、学校、地域の相互連携により、市全体で子ども
たちの尊厳を守り健やかな成長を促すために、いじめ
の防止や解決を図る条例を制定します。

夏休みや放課後に子どもたちが学びの場として、遊び
の場としての「ふじみ野寺子屋」と「放課後子ども教
室」を仕組みを検討していきます。

老朽化した上福岡学校給食センターを、新しい方式の
給食センターとして建て替えます。

教育委員会所管の文化施策について、市長部局へ移行
できるものを検討していきます。

図書館の管理、運営、サービスの向上を図るために、
指定管理導入を進めます。

公民館の在り方と、利用者の受益者負担について見直
しを検討していきます。

教育部　経営資源

生涯学習課

（上福岡図書館、大井図書館、大井中央公民館、上福岡公民館、上福岡西公民
館、上福岡歴史民俗資料館、大井郷土資料館、福岡河岸記念館）

3,801,127

3,801,127

総務課

学校教育課

教育部長 西郷 雅美
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目 標 設 定 ： 平成26年 4月18日
最 終 評 価 ： 平成27年 2月 6日
組 織 名 称 教育部

職 名 ・ 氏 名 部長・西郷　雅美

公共
施設
適正
配置

民間
活力
の導
入

【最終評価】

【最終評価】

【最終評価】

Ａ 4

普通 Ａ 4

①取組成果
・元福小学校と福岡中学校の整備は、予定どおり8月下旬に完了し
ました。それぞれ11月と10月に工事検査に合格しました。
・駒西小学校と東原小学校の設計は、各学校と調整しながら3月中
旬に完了する予定です。
③完了日
　平成26年8月

目
標
3

小・中学校のエアコン設置
事業

①取組内容
　エアコンの整備継続事業の2年目として、小・中学校19校の
全ての普通教室（330室）と音楽室（13室）にエアコンを7月稼
働開始に向け6月末までに工事を終了します。
③期限
　平成26年6月　工事終了

普通

①取組成果
・エアコン設置事業は予定どおり6月下旬に完了しました。7月1日
から稼働し、児童・生徒の学習環境の改善を図りました。
③完了日
　平成26年6月

達成度
総合
自己
評価

 ①取組成果
・亀久保小学校と三角小学校は2年目の工事として9月中旬に完了し
ました。12月にインフレスライド等による契約変更を締結し、1月
に工事検査に合格しました。また、亀久保小学校においては、地域
開放対象室（1階音楽室、図工室）を来年度から開放するために、
関係課、学校との調整を1月末に行いました。
・葦原中学校は1年目の工事を10月上旬に完了しました。12月に工
事検査（出来高検査）に合格しました。
・福岡小学校と大井中学校の設計が3月下旬に完了する予定です。
工事については、平成27年度、28年度の継続事業として予算計上を
しました。
③完了日
　平成27年3月

目
標
2

小・中学校のトイレ改修事
業

①取組内容
　老朽化が進んだ小・中学校のトイレを大規模改造事業に先行
して実施します。便器の洋式化（和式は１箇所）、床のドライ
化、内装・照明改修、配管の改修を行い環境整備を行います。
今年度は駒西小学校と東原小学校の改修に向けて設計をしま
す。
③期限
　平成26年8月　元福小学校と福岡中学校の整備

平成２６年度
組織目標兼管理職個人目標管理シート

戦略プランの
位置付け

事業項目
（大目標）

　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　①取組内容
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　②数値目標
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　③期限

難易度 成果及び今後の取組予定（評定時に記入）

目
標
1

小・中学校の大規模改造事
業

①取組内容
・亀久保小学校と三角小学校は平成25年度、平成26年度の継続
事業で2年目として実施します。亀久保小学校においては、地
域開放対象室の整備を今年度に行うことから、開放方法を学校
及び関係課と調整します。
・葦原中学校は平成26年度、平成27年度の継続事業として実施
します。
・福岡小学校と大井中学校は、平成27年度、平成28年度の継続
事業として実施するために設計をし、その中で地域開放施設の
整備を計画します。
③期限
　平成27年3月

高 Ａ 5

5
6



公共
施設
適正
配置

民間
活力
の導
入

達成度
総合
自己
評価

戦略プランの
位置付け

事業項目
（大目標）

　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　①取組内容
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　②数値目標
　　　　　　　　　　　　　目標に対する具体的な　③期限

難易度 成果及び今後の取組予定（評定時に記入）

【最終評価】

【最終評価】

【最終評価】

【最終評価】
①取組成果
・学校教育課と生涯学習課が、子どもたちにとって学びの場・遊び
の場としての充実を図るための方策等について検討を行い、来年度
は中学生を対象として、自学自習や進路相談の場としての中学校寺
子屋を新設すること、小学校寺子屋では郷土ふじみ野市の歴史を学
ぶ機会を追加することを決めました。
・夏季休業中のふじみ野市寺子屋事業は、計画どおり4会場10回開
催し、105名の児童の参加により31％増の拡充が図れました。
③完了日
平成27年3月

3

①取組内容
　いじめ防止に向けた、いじめ防止条例（仮称）等庁内策定プロ
ジェクト・チームを設置しました。他市の状況の把握や実態調査、
各小・中学校の校長や教頭、教育相談室相談員及び地域の団体等の
意見聴取を行いました。今年度末までに条例素案の確定及びパブ
リックコメントを行い、6月議会上程に向けて準備を行っていま
す。
③完了日
　平成27年6月

目
標
7

ふじみ野市寺子屋事業の拡
充

①取組内容
　ふじみ野寺子屋事業と生涯学習課の放課後子ども教室を見直
し、子どもたちにとって学びの場・遊びの場として充実を図る
ため、内容、方法等について企画検討委員会を設置し、来年度
に向けて方針決定を行います。
②数値目標
　現在夏季休業中に実施しているふじみ野寺子屋の実施回数を
10回、4会場に拡大し、参加者を50%増員することを目指しま
す。
③期限
　平成27年3月

普通 Ａ 4

Ａ 4

①取組成果
・防災井戸設置工事については、学校と工事箇所の調整に日数を要
してしまい、1月末に完了しました。設置後の管理については、危
機管理防災所管部署に3月に移管し、地域防災強化を図ります。
③完了日
　平成27年1月

目
標
6

いじめ防止の条例等の制定

①取組内容
　子どもへのいじめ防止、対策に関する基本方針や条例につい
ては、市、教育委員会、学校、保護者、市民等の責務や役割を
明確して、相互連携のもと市全体で取り組む必要があることか
ら関連部局と調整を行いながら、進めていきます。
③期限
　平成27年3月

高 Ｂ

目
標
5

小・中学校防災井戸設置事
業

①取組内容
　避難所に指定されていて、防災井戸等が設置されていない学
校（上野台小学校・さぎの森小学校・大井小学校・西原小学
校・大井東中学校）5校に防災井戸を設置します。災害対応の
観点から設置後の管理については、危機管理防災所管部署に移
管します。
③期限
　平成26年9月　設計
　平成26年11月　井戸設置工事終了

普通

小・中学校のエアコン使用
マニュアルの作成

①取組内容
　エアコンの使用に際して、効率的、効果的な活用が図られる
よう各学校に応じたエアコン使用マニュアルを学校と協力して
作成します。基本的な使用マニュアルは5月末を目途に作成し
ます。その後、7月の稼働中に効率的な運用を学校と検討し、7
月末を目途に各学校のエアコンの消費電力を計算し、状況に応
じた最終的なマニュアルを作成します。
③期限
　平成26年7月　マニュアル(最終)の作成

普通 Ａ 4

①取組成果
・基本マニュアルの夏季用については、6月上旬に作成し、中旬に
小中学校全校に配布しました。冬季用マニュアルを11月末に作成
し、12月上旬に小中学校全校に配布しました。
③完了日
・夏季用マニュアルは6月上旬に作成。
・冬季用マニュアルは11月末に作成。

目
標
4

5
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【最終評価】

4

①取組成果
・予定どおり7月末に造成工事が完了しました。
・基本設計、実施設計を進め工事着手に必要となる許認可を得て、
11月に建築工事に着手し予定工程どおりの進捗です。
③完了日
　平成27年12月　竣工

目
標
1
0

生涯学習課の組織体制の見
直し

①取組内容
・市民が、地域社会において、自ら地域課題を解決していく総
合的な力（地域力・市民力）の育成を目指し、行政を横断した
生涯学習体系と学習環境の整備・構築を視野に入れた検討を行
います。
・地域の実情や市全体の住民ニーズに応じた観点から、教育委
員会所管の文化施策について、市長部局へ移行できるものを検
討していきます。検討に当たっては、教育委員会及び社会教育
委員会議の意見を聴きながら進め、次年度に向けた方向性を決
定していきます。
③期限
　平成26年10月

高 Ａ 5

Ａ 4

①取組成果
・放課後子ども教室新規校として、亀久保小学校、福岡小学校を10
月に開設しました。
・「放課後子ども教室運営委員会」を設置し、放課後子ども教室、
放課後児童クラブの視察、他市の事例、国の「放課後子ども総合プ
ラン」を踏まえた連携の方策、運営のあり方等の研究を行いまし
た。
・土曜日の教育支援体制の仕組みとして、ふじみ野寺小屋事業との
連携を視野に入れ他市の実施状況を視察し、地域人材を活用した
「土曜学習事業」の試行を行いました。実施校は、東台小学校、三
角小学校、さぎの森小学校の3校で、2月から3月に各3回実施する予
定です。
②実績数値
・2校開設
③完了日
　平成27年3月

Ａ

①取組成果
・生涯学習課の市長部局への移管については、生涯学習推進体制の
構築、生涯学習推進事業、市民憩の森管理運営事業、子ども会育成
支援事業を移管します。
・社会教育分野については、公民館、図書館、資料館等の社会教育
施設の統括、放課後子ども教室などの学校・家庭・地域連携事業、
社会教育法、地方教育行政の組織及び運営に関する法律で規定する
事務については教育委員会で実施していきます。
③完了日
　平成27年3月

目
標
9

上福岡学校給食センターの
建て替え

①取組内容
・施設用地整備について、7月末完了を目指し造成工事を進め
ます。
・施設整備について、基本設計、実施設計を進め11月工事に着
手し、平成27年12月竣工を目指します。
③期限
　平成27年12月　竣工

普通

目
標
8

放課後子ども教室推進事業

①取組内容
　平成26年度新たに2校開設、平成27年度新たに2校開設するこ
とにより全校開設となるため、平成26年度中に放課後子ども教
室運営委員会を設置し、円滑かつ継続的な運営方法のあり方を
検討します。
　学校教育課所管のふじみ野寺小屋事業との見直しを視野に入
れ、地域の多用な経験・技能を持つ人材を活用した土曜日の教
育支援体制について仕組みを構築します。
②数値目標
　平成26年度新たに2校開設（平成25年度までに9校設置済み）
③期限
　平成27年3月

普通

5
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※難易度は、目標設定時に設定。設定基準は「高・普通」の2段階。

※目標に対する具体的な【②数値目標】を表すことが難しい場合は、【①取組内容】又は【③期限】に含めて記載。

※達成度は、年度末に自己評価したもの。評価基準は【Ａ：目標を達成できた】、【Ｂ：目標を達成できなかった】、【Ｃ：目標に取り組まなかった（取り組めなかった）】の３段階。

※総合自己評価は、年度末に自己評価したもの。評価基準は「難易度」「達成度」及びその成果による５段階
   ○難易度「高」・・・【５：達成度「Ａ」で、成果も上がった】、【４：達成度「Ｂ」だが、成果は上がった】、【３：達成度「Ｂ」で、成果も上がらなかった】、【１：達成度「Ｃ」】
   ○難易度「普通」・・・【４：達成度「Ａ」で、成果も上がった】、【３：達成度「Ｂ」だが、成果は上がった】、【２：達成度「Ｂ」で、成果も上がらなかった】、【１：達成度「Ｃ」】

 ①取組成果
・資料館・河岸記念館のホームページについて、リニューアルとし
て火工廠や舟運・大井宿等のコーナーを新たに設けるための準備を
行っていましたが、市ホームページの全面的なリニューアルがあっ
たため完了することができませんでした。以前の準備していた内容
を現在のホームページに掲載できるよう、編集作業を行っていま
す。
・情報発信・情報収集（学習の場）として、上福岡歴史民俗資料館
企画展を3回、大井郷土資料館特別展を1回、季節展示を5回、福岡
河岸記念館特別展を1回、季節展示を4回開催しました。
③完了日
　平成27年3月

①取組成果
・管理運営については、館長会議等を開催し、3館の施設管理業務
委託方法の見直しを検討し、施設管理運営の仕様の統一を進めまし
た。
・利用者へのサービス向上を図るため、夜間の窓口体制の見直しを
行い、平成27年4月からの3館統一した窓口体制の整備を図りまし
た。
・受益者負担のあり方については、適正な使用料及び減免基準につ
いて検討を行っています。
③完了日
　平成27年3月

①取組成果
・9月議会で図書館条例の一部改正条例が可決され、10月14日の指
定管理者選定委員会で募集要項及び仕様書の審議をしました。10月
22日から11月19日に指定管理者の募集実施後、1月13日及び1月27日
の指定管理者選定委員会で指定管理者候補を決定しました。3月議
会で指定管理者の決定について議案を上程する予定です。
③完了日
平成27年3月

目
標
1
1

○ ○ 図書館管理運営事業

①取組内容
　多様化・高度化する利用者ニーズを的確に捉え、サービスの
更なる充実を目指すため、施設の管理・運営等について、平成
27年度中の指定管理者導入に向け、事務を進めます。今年度
は、指定管理の候補者を選定する事務を進めます。
③期限
　平成27年3月

高 Ａ 5

目
標
1
2

○ ○ 公民館管理運営について

①取組内容
・管理、運営については、地域の実情や住民ニーズに応じた学
習拠点、活動拠点という観点から、3公民館の在り方につい
て、調査、検討を行うとともに、受益者負担のあり方について
検討します。
③期限
　平成27年3月 高

目
標
1
3

○

Ｂ 4

○

情報発信をする資料館・記
念館（上福岡歴史民俗資料
館・大井郷土資料館・河岸
記念館）

①取組内容
　情報発信を強化するため、両資料館と河岸記念館のホーム
ページをリニューアルします。また埋蔵文化財発掘調査の速報
用などをはじめ資料館の事業周知などでフェイスブックやツ
イッター等を積極的に活用し、情報発信する資料館をさらに広
く周知していきます。
③期限
　平成27年3月

普通 Ｂ 3

5
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ふじみ野市行政経営戦略プラン 

～スピード感と実行力で市政刷新～ 
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〒356-8501 埼玉県ふじみ野市福岡 1-1-1 

電 話 049(261)2611(代表) 

E-mail keikaku_hyoka@city.fujimino.saitama.jp 


